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技 術先端産業の確立過程

—半導体産業を例として (I) -
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5. おわりに

1．はじめに

第2次大戦後， 1950~60年代を通じて相対

的安定を誇った資本主義経済も， 1973年の

「石油危機」を直接の引き金として，戦後最大

の恐慌局面に転落した。この恐慌局面への転落

が石油価格の引き上げのみによるものではな

く，まさに資本主義経済それ自体に起因する矛

盾によるものであることは明らかである。こう

したなかで，恐慌局面から脱出する救世主とし

ての役割を期待され，今日脚光を浴びているの

が（資本主義に対する幻想を抱かせるイデオロ

ギー的作用を強く帯びつつ），いわゆる技術先

端産業 (High-TechnologyIndustry) であ

る。

資本主義における経済成長（資本蓄積）にお

久 野 国‘夫

いて，技術は資本，労働と並ぶ成長要因に数え

られるが，今日の技術先端産業の特質は，現代

の生産力段階の特質に規定されて，それが私企

業によってではなく，多くは国家資金に依存し

て開発がすすめられたものである点にある。そ

れは技術先端産業の確立，すなわち先端技術の

開発に膨大な研究・開発費を必要とすることに

因るからであるが， こうした費用を負担しそれ

を回収する市場を確保するため，今日では一企

業一国家のみならず先端技術の国際的共同開

発が模索されている状態である。だが，これら

の試みは資本主義的現実を前にして，十分な成

果をあげえていない（英•仏共同のコンコルド

の失敗， 日・米・独の石炭液化技術開発計画の

挫折等々）。資本主義経済に不可避的につきま

とう，国家間，資本間の利害の対立がその妨げ

になっていることは言うまでもない。しかしな

がら，帝国主義戦争によるこうした利害対立の

結着がきわめて困難となっている第 2次大戦後

の現実を前に，各国は一定の協カ・協調を止む

を得ない選択として強制されている。 こうし

て，今日，技術先端産業は，国家間，資本間で

利害が対立・錯綜しつつ，経済・技術的焦点と

なっているのである。

本稿は，かかる技術先端産業の確立過程を，

半導体産業を例にとりつつ，検討するものであ

る。半導体産業はアメリカにおいて最初に開

発，製品化されたものであるから，当然その対
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象も，アメリカにおかれる。検討に当たって

は，分析の中心は，以上にみた今日的状況を念

頭におきつつ，技術先端産業の確立過程にみら

れる国家との絡みあいというその国独資的側面

と，それに重なりつつも一定の自立的展開をみ

せる諸資本の競争というその産業組織論的側面

におかれる％

2章では，技術先端産業の規定について，近

年の議論を参考にしつつ，検討を加える。技術

先端産業は，生産力の現代的発展段階＝科学技

術革命段階を反映した研究集約型産業であり，

その開発において国家資金の動員が極めて重要

であるというのが，ここでの確認事項である。

3章では，半導体産業の技術および市場構造

の特質についてみる。アメリカの半導体産業

は，独占（の役割も大きいが）よりはむしろ新

規参入企業を中心的担い手とする競争的市場構

造により発展させられてきたという特質をもっ

ている。

4章では，アメリカにおける半導体産業の，

前章でみた競争的市場構造を支えた要因とし

て，政府（軍需中心）調達ならびに研究・開発

援助政策の影響，参入諸条件について検討す

る。

2. 技術先端産業の問題意識

技術先端産業という用語は，必ずしも厳密な

1) この点については，北原勇『独占資本主義の
理論」有斐閣， 1977年，第 2編を参考にした。北
原氏は，同書において，技術と独占資本の投資行
動の関連について考察を行ない， 「独占企業の投
資行動は，一般に（市場の急激な大幅拡大のない
かぎり），きわめて慎重で消極的であるという基
本的特徴をもっているのであるが， しかし市場の
急激な大幅拡大下では独占企業固有の激烈な投資
行動が展開され，そこにきわめて対照的な差異が
ある」 (185頁）として．独占資本の投資を促す技
術革新の位置づけ，種々のケースについて，その
積極面と否定面について詳細に検討している。

第 48巻第 3.4号

定義づけを与えられた学問的用語ではない。そ

れは，一般に今日的な技術に立脚した新産業部

門ないしは将来有望とされている産業を指すも

のとして使われており，具体的には，原子力や

バイオテクノロジー，コンピューク等情報産業

などが，その例としてあげられている。

増田祐司氏は，技術先端産業をいわゆる新し

い産業という一般的意味で用いつつも（その意

味では，歴史的にみれば相対的概念としつつ），

「現代資本主義における先端技術」の次のよう

な特徴を指摘し，今日の技術先端産業の持つ特

殊性を強調している。氏による特徴づけによれ

ば，今日の（第 2次大戦以後の）技術先端産業

は，第 1に，「国家安全保障＝軍事技術を基礎

に成立しているものであり，軍事技術としての

性格を残している。これから派生して民生技術

ないし平和利用技術として現在の姿になった。

これら技術群は， 1950~70年代の冷戦期に急

速に発展したものであり，冷戦期型技術体系の

骨格を備えている。しかもその開発には当初，

巨額の国家資金が投入されており，国家と企業

に最初から技術独占が成立している」”という

特徴である。第2は，複数の技術体系の統合の

うえに成立しているという， システム産業とし

ての性格である。第 3に，高度かつ高付加価値

産業であるという特徴であり，これに関連して

技術先端産業はきわめて開発リスクが高いとい

う性格をもっている，ということである。高付

加価値の意味は，例えば技術先端産業の代表的

部門の 1つとされる航空宇宙産業において，

1960年代初頭のアメリカで，全科学技術者の

約4分の 1,70年代には50彩以上を雇用した

というように，この産業が研究集約型産業とし

2) 増田祐司『技術先端産業』東洋経済， 1980年，
65頁。
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技術先端産業の確立過程

ての性格をもっているということである。こう

した開発リスクの高さから，国家による支援が

不可避となり，技術先端産業開発における国家

と企業（既存大企業中心とされる）の一体とな

った開発が行なわれ，技術的寡占が成立する，

とされる”。 また，技術先端産業の使用価値的

特質としては，「①半導体・コンビュータ産業

が，知識労働のすぐれた補助手段として神経系

総②航空宇宙産業が民間機，軍用機および宇

宙開発システム・機器など輸送手段，⑧原子力

産業が原子カフ゜ラントなどエネルギー系統の機

器／ソフトウェアを提供する産業群である。言

いかえれば，技術先端産業は，産業社会の神経

系統，輸送系統，エネルギー系統をつかさどる

設備財産業なのである」4) としている。

以上，増田祐司氏の特徴づけを借りて，技術

先端産業の性格についてみてみた。南克己氏

は，これら技術先端産業を，再生産表式中の，

IB部門として生産手段生産部門＝ I部門中の

小部門として分離し，戦後帝国主義＝「冷戦」

帝国主義の生産力的基礎としている。氏は，第

2次大戦後，生産力基盤が在来重化学工業＝ I

A部門（鉄と石炭）から新鋭重化学工業＝ IB 

部門（原子・電子・宇宙産業）へ移行した点

に，「冷戦」帝国主義成立の根拠を求める。と

いうのは，これら「 IB体系の生成＝集積の過．．．． 
程は，その各発展段階に対応して，一方では，

大規模な国家の開発プロジェクト (R& D 支

出の国家財政転嫁）とそれに続く大規模な国家．．． 
＝軍事調達市場の整備を，さらにそれに連結す

る大陸的規模での産業集積と市場（基礎的部門

から末端の民生部門にいたる）の存在を，それ

3) 以上は，同上書， 10~18,64~65, 86~87頁参

照。
4) 同上， 64~65頁。

ら全一連の諸条件の体整的な整備を不可欠の前

提とし， 要件とするものとしてあ．らわれる」5)

という性格から，これら IB体系が「資本主義

的競争」の産物としてではなく，「冷戦」と科

学技術革命の進展により， 「政治的＝軍事的必

要」により強力的に創出されてきたからであ

る。いうなれば，技術先端産業＝ IB体系は，

「冷戦」と科学技術革命，すなわち戦後段階の

階級闘争と生産力の新段階によって生み出され

た「冷戦」帝国主義の Keyindustriesなの

である。技術先端産業＝ IB体系のこうした性

格，生成過程の特異性に起因する矛盾，すなわ

ち生産力的には科学技術革命の進展により世界

的な集積を基盤としてしか展開できない（大陸

的な集積基盤をもつアメリカでのみ展開可能）

にも拘らず，「冷戦」という「体制間競争」に

より西側諸国はそれを維持しなければならない

という矛盾が，アメリカ帝国主義のみを超絶し

た帝国主義におしあげ，西欧・日本の古い帝国

主義をそれに従属させるという世界構造をつく

りだしたのである凡

南氏の，以上にみた「冷戦」帝国主義論は，

技術先端産業の規定それ自体とは関係ないが，

技術先端産業の持つ，既に増田氏による特徴づ

けでみた，その性格の特異性を前提に，それが

もつ経済的意味を明らかにするものとなってい

る。われわれが，技術先端産業を問題とする問

題意識も，ほぼこれと共通するものであり，こ

れら産業群に現代資本主義の生産力構造の特異

5) 南克己「戦後資本主義世界再編の基本的性格
ーアメリカの対西欧展開を中心として」『経済
志林』第42巻3号， 1974年， 96頁，傍点は原文
（以下，断りないかぎり同じ）。

6) 以上については，同「アメリカ資本主義の歴史
的段階」『土地制度史学』第47号， 1970年4月；

「戦後重化学工業の歴史的段階」『新マルクス経
済学講座』第 5巻，有斐閣， 1976年，等参照。
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性をみようとするものである。以上で，技術先

端産業の特徴および経済的意義は一応明らかに

なったとはいえ，なおその生産カ・技術論的位

置づけは不十分である。

生産カ・技術論的にみた場合，技術先端産業

はどのように位置づけるべきなのか，以下みて

みよう。まず最初に，技術論の立場から南説を

批判している中村静治氏の論拠について検討し

よう。中村氏の南氏批判の要点は， 「生産力の

構成要素たる技術の中核は労働手段であるか

ら，生産力の新段階移行は労働手段体系の飛

躍，すなわち機械ないし自動機械体系から自動

制御機構をそなえたオートメーション段階への

移行において捉えるのでなければならない」”

というものである。にも拘わらず，南氏は労働

手段体系の飛躍ではなく，「原子＝電子＝宇宙．．．．．． 
産業の形をとる生産力＝軍事力の新段階移

行」8) と，新しい産業部門によって生産力の新

段階移行を説いている，と批判するのである。

こうした批判を基軸として，「鉄や石炭という

基本原料と物質を構成する原子や電子，さらに

は天体や宇宙などは同列に論じられるものでは

ないし，原子力産業，電子工業，ロケット産業

と鉄鋼業や石炭業とは素材産業と動力産業ない

し組立加工や完成品工業との関係にあるという

ことを忘れてはならない。さらにまた，自然科

学がどのように発展，飛躍しようが， ここから

直接に生産諸力の発展が規定されるわけのもの

ではない。科学研究の成果が現実の生産力の発

展となるには，まずもって生産手段，なかでも

機械・装置等の労働手段の改良，発達となって

いるのでなければならない」9) と， 労働手段の

7) 中村静治『戦後日本の技術革新」大月吾店，
1979年， 20頁。

8) 前掲，『新マルクス経済学講座』第 5巻， 102

頁。
9) 中村，前掲書， 20頁。

第 48巻第 3.4号

区分の不十分性，科学と技術の相違が認識され

ていない点について，南説を批判している。

以上にみた中村氏による南説批判に対して，

同じく技術論の視角から北村洋基氏は，次のよ

うにコメントしている。

「①技術と技術進歩の把握の問題として，フ゜

ロダクト・イノベーションはプロセス・イノペ

ーションに解消し切れるものかどうか。戦後の

技術革新はその本質を労働の節約という価値的

な面に還元して評価することでとらえきれるも

のではなく，科学技術の新達成によってはじめ

て可能となった新生産物の登場という使用価値

的側而――むしろその側面が現代の技術革新を

主導した要因である一ーとの具体的からみ合い

の分析をつうじて評価しなければならない。実

際，著者（中村氏一引用者）はそのような視点

から分析されてはいるが， しかし，本質還元的

な評価の色彩が強い。

R第 2次大戦後の新しい生産力段階の評価の

問題として，…南氏が問題にしているのは，新

しい技術史上の段階区分ではなく，戦後史の特

徴づけであるから，著者の南批判とは視点の喰

いちがいがある。

（③）新しい生産部門の分化を機械ーオートメ

ーションに還元して評価してよいか」10) 等が北

村氏のコメントのうち，本論に関係する主な論

点である。これらの北村氏のコメントは，筆者

も首肯できるものであるが，では， こうした批

判を行なう北村氏の技術先端産業規定はどのよ

うなものであるのだろうか。

10) 中村静治『現代資本主義論争』青木書店， 1981

年， 45~46頁。なおこれは，経済理論学会関東部
会での討論結果に基づき，中村氏がまとめたもの
である。北村氏によるものとしては， 「現代資本
主義の生産力構造＿分析視角と方法」『経済論
叢』第 127巻1号， 1981年1月，参照。
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北村氏は， 技術先端産業をオートメーショ

ン，「自動制御技術の登場によってはじめて可

能となった新生産物の生産＝先端産業」11) と捉

ぇ，さらに「先端産業は厳密には南氏のいう

IB部門とは重なり合わないが，さしあたりそ

の範囲を， 自動制御技術の存在によってはじめ

て可能となる新産業と，自動制御技術そのもの

の核心をなすコンビューター製造，およびその

基礎・周辺をなすエレクトロニクス諸分野を含

んだものとしておく」12) とされる。

技術先端産業に対する北村氏のこのような捉

え方は， さきにみた中村氏に対するコメント

での，「本質還元的な評価の色彩が強い」という

批判と関連している。 すなわち北村氏は，「社

会的生産が分化し，新しい生産部門が形成され

る過程は，一般的にいって従来の社会的生産の

枠をこえた新生産物生産への社会的要求が基礎

にあり，その要求にこたえるためにその生産を

可能にする労働手段が新しく登場することによ

ってはじめて生産が実現する場合もあるが，従

来の労働手段を動員•利用して新生産物生産を

開始し，そのうえで，その生産にふさわしい新

しい労働手段が次第に形成される場合がむしろ

通例であろう。結桑としての産業諸部門が，そ

こでの労働手段の性格に規定されて区分される．． 
ということと，産業部門の生産・定置の過程に

おける労働手段の問題とは，はっきり区別され

なければならない」13) とし，技術先端産業を労

働手段の道具から機械への発展に次ぐ，第 2の...... 
飛躍であるオートメーションヘ至る過程の産物

として理解しているのである。

11) 北村洋基「現代資本主義の理論と構造」，真木

実彦他編『講座・資本論の研究」第 5巻，青木書

店， 1980年， 79頁。
12) 同上， 79~80頁。

13) 北村「現代資本主義の生産力構造」， 114頁。

しかしながら， 中村一北村説は， 基本的に

は，生産力の構成部分は技術，技術の中核は労

働手段， したがって生産力＝労働手段と，三段

論法的に生産力を捉えており，問題がある。中

村氏の場合は， もともと技術先端産業という規

定の意義そのものを認めていないのだからまだ

しも，北村氏は生産力を労働手段を中心に捉え

つつも，技術先端産業を導出しようとしている

ため，そこにはかなり無理な論証が入ってく

る。

北村氏は，オートメーションを 2つの側面，

すなわち「労働の節約＝労働生産性の向上とい

う側面と，ォートメーションによってはじめて

可能となる新生産物の創造という側面とを区別

して評捉える必要があるとしている。とい

うのは，「オートメーションの歴史具体的な登

場の仕方は機械のそれとはまさに対照的であ

る」15) ことを強調せんがためである。すなわ

ち，「道具から機械への転化は， まず在来の基

軸的産業分野において，労働の節約＝労働生産

性の上昇をめざしておこなわれたことを示して

いる。そしてそれに主導されて，産業と生産物

の分化・多様化という社会的分業が深化してい

ったのである。これに対してオートメーション

は，まず第 2次大戦という史上最大の総力戦に

おいて，科学技術の総動員の中から，科学研究

の新展開に導かれながら，超新鋭兵器およびそ

れに関連する諸手段の生産という形をとった全

く新しい生産物生産のための技術として自動制

御技術が登場したのであり， そしてその後の

『冷戦』を通じて今日もなお基本的には軍事産

業として発展する一方，新しい民需産業の派生

や自動制御技術の在来産業への波及・導入が進

14) 同上， 78頁。

15) 同上。
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んでいるのが特徴である。機械の場合にはその

労働節約的側面が出発点であったのに対し，ォ

ートメーションの場合はそれによってはじめて

可能となる新生産物（＝軍事兵器）の創造のた

めの技術開発が出発点となったことに，まず注

目しなければならない。この，機械とは逆の，

顧倒した順序でのオートメーションの発生史こ

そは，第 2次大戦の現代科学技術革命に対する

規定性の具体的現象形態であり，そして戦後の

『冷戦」が，この顛倒を固定化する役割を演じ

てきたのである」16) と。以上の捉え方は，さき

にみた，南克己氏の問題意識を念碩においたも

のであることは明らかであろう。こうして，北

村氏のオートメーションの 2側面という捉え方

は，技術論（中村静治氏）と「冷戦」帝国主義

論（南克己氏）を接合させる役割を与えられて

いるのである。

しかし，北村氏の論理は生産力の内容と，そ

の発展をリードする社会経済的諸条件とを同一

次元で捉えており，首肯し難い。資本主義的生

産諸関係が，特別剰余価値猿得を目ざした諸資

本の競争によって，技術をそれ以前のどの時代

にも増して発展させる社会経済的条件をつくり

だしたのは事実である。そして，こうした経済

的刺檄による技術発展が，資本主義の技術の性

格を刻印づけるのも事実である（例えば，競争

に促迫されるため，他企業に先駆けた商品化が

急がれ，消費財であればその安全性，資本財で

あれば作業上の安全性の検討がなおざりにされ

易い等々）。しかし， そのことと生産力の発展

段階の内容とは，次元が異なる問題である。今

日の生産力の発展が， 「冷戦」帝国主義という

「具体的現象形態」をとるのは，今日の生産力

段階が科学技術革命段階にあり，その実現は資

16) 同上， 78~79頁。

第 48巻第 3• 4号

本主義経済という枠組の下では，軍事技術開発

によって行なわれざるをえない（ないしは，そ

れが一番矛盾が少ない）からである。社会経済

的諸条件が，技術発展の方向や内容を規定する

のは確かであるが，それはその時代の生産力の

発展段階の内容によって規定された上で，その

内容にふさわしい形態をとりつつ，生産力や技

術に影署を与えていくという形をとるのであ

る。北村氏は，次元の異なるこうした問題をな

んとか技術に統一しようとして，労働生産性の

向上という側面＝プロセス・イノベーション

（価値的側面）と新生産物の創造という側面＝

プロダクト・イノベーション（使用価値的側

面）の 2つに分けて，ォートメーションを捉え

るという見解を示したのであるが，そこには生

産カ・技術論の視角からみて，論理の飛躍があ

るように思える。

北村氏のこうした輪理上の飛躍は，分業

(Arbeitsteilung, Division of Labour) の

捉え方に端的にあらわれている。氏は技術（＝

労働手段）と労働編成を一体のものとして捉え

ながら（この点に氏の技術規定の独自i生もある

のだが），さらに「個々の労働過程の発展とい

う内包的側面と，社会的分業の発展という外延

的側面（を）， ……相互前提的＝相互規定的な

関係」17) として押さえつつも，なお両者の事実

上の乖離を主張している， と言わなければなら

ない。というのは， ここでみた「個々の労働過

程の発展という内包的側面」を，さきにみたオ

ートメーションの価値的側面に，「社会的分業

の発展という外延的側面」をその使用価値的側

面に対置し，ォートメーション登場における後

17) 北村「生産力展開と剰余価値生産―第 4篇

『相対的剰余価値の生産』の論理を中心に」，前掲
『講座・資本論の研究』第 2巻， 1980年， 229頁

頁。
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技術先端産業の確立過程

者の顛倒的，「冷戦」規定的発展を説いている

からである。だが，分業とは基本的には労働の

分割であり， しかも生産力の今日的発展段階に

おいては，既に分業＝労働編成に投影される生

産カ・技術の規定性は，個別的分業におけるそ

の作業の種類や社会的分業における産業部門の

種類にあるのではなく，直接的労働がますます

その比重を小さくし，間接的労働がますますそ

の比重を高めていく，さらに直接的労働におい

ても間接的労働においても，肉体的労働から精

神的労働へとその重点が移行しつつあるという

ことが重要となりつつあるのである。こうした

視角からみるならば，分業に即していえば，企

業内分業（個別的分業）における研究・開発要

員の増加，社会的分業における研究所やソフト

ウェアハウスの分離・自立こそが問題とされな

ければならないといえよう。

勿論，だからといって，北村氏のいうオート

メーションの価値的側面，自動制御技術の多く

の生産部門への導入の経済的意義が重要ではな

いというわけではない。とりわけ IC技術の登

場は，ォートメーションを新たな段階に引き上

げたものとして注目される。しかしながら，生

産力の重要な構成物たる技術に我々が着目する

のは，それが人間労働の内容や性格に影響を及

ぼす客体的諸条件だからである。こうした労働

との関連が重要であるからこそ，道具ー機械一

ォートメーションの段階区分が意味を持つので

ある。だが，現代資本主義の現実は，技術的には

オートメーション段階へと歩みを進みつつも，

実際にはその矛盾の発現を販売要員や研究・

開発要員の増大によって繰り延ばしてきてい

る。かかる意味では，以上にみた分業論的アプ

ローチ， とりわけ生産力と密接な関連をもつ研

究・開発従事者の増大が，生産カ・技術論の今

日における重要な研究対象とされねばならない

のではないだろうか。

以上みた北村氏の論理の飛躍は，生産力→技

術→労働手段という捉え方に根差している。だ

が，生産力＝技術ではない。こうした点を考慮.... 
して，さすがの中村氏も「生産力の構成要素た

る技術」（傍点は筆者） と表現せざるをえなか

ったのである。むしろ生産力の中心は「主要生

産力 (Hauptproduktivkraft)」たる人間であ

る。この人間の無限の潜在的諸能力こそが，生

産力，技術発展の根源であり，どのような能力

が，どのような形態で発揮されるのかが，生産

カの歴史的形態（生産の客体的諸条件によって

示される）を形成するのである 18)。これは当然

すぎる程当然の指摘であり，技術論の論者でそ

れを否定する論者はいないと言ってよいが，に

も拘わらず， この指摘は事実上無視されること

が多い。しかし，生産力の中心が人間であるこ

とを無視しては，何故戦後日本の復興が急速で

あり，発展途上国の経済発展は遅々として進ま

ないのか（したがって，そこでの政治的・経済

的改革の必要性），更にまた今日の日米の技術

格差の違いも，正確には分析できないだろう。

かかる視点からすれば，オートメーションと

いう労働手段の発展は，それはそれとして認め

つつも，生産力の現段階的構造の特異性を視野

に入れるに際しては，進行途上にあるオートメ

ーションの分業面での表われである研究・開発

労働に着目する必要がある。なぜなら，ォート

メーションは，技術史的位置づけであり，その

歴史的パースペクティブはなお長期にわたる

が，技術上の飛躍と経済体制の転換はストレー

18) 拙稿「科学技術革命と生産力概念の再検討」

『経済論究』［九州大学〕， 43号， 1978年 10月，

参照。
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トに結びつくものではなも数多くの媒介を必

要とするものであるが，だからといって，技術

と経済との，更に言えば生産力と生産関係との

矛盾の最終的解決に至る過程での両者のフリク

ションを分析対象としないというわけにはいか

ないからである”)。こうした問題意識からすれ

ば，本稿で対象とする技術先端産業は，本章冒

頭で触れたその諸特徴のなかでも，とりわけ研

究集約的産業としての特質が，最も本質規定的

な特徴であるということができる。この性格づ

けは，科学技術革命段階にある現代の生産力構

造の特質を反映したものであり， しかもその研

究集約性は，既に一企業の枠を越え，国家資金

の動員，さらには国際的な共同開発をも不可避

とせざるをえないほど大規模かつ深いものだか

である。

3. 半導体産業の成立と市場構造の特徴

(1) 半導体産業の成立

電子工業とはエレクトロン（電子）の利用に

関連する工業を総称したものである。 1957年

に公布された「電子工業振興臨時措置法」によ

り対象とされた電子工業は「電子管，半導体素

子その他これらに類似する部品を使用すること

により電子の運動の特性を応用する電子機器な

らびに主として電子機器に使用される部品およ

び材料を製造する事業」（同法第2条）とされ

ている。

このように電子工業の始まりは，電子管の発

明に端を発する (1904年， フレミングの二極

管； 1906年， ドウ・フォレストの三極真空管

; 1914年，ラングミュアの真空管）。これら電

19) 拙稿「科学技術革命と今日のオートメーショ
ン」「経済学研究」（九州大学〕第48巻 1号， 1982
年 12月，参照。

第 48巻第 3.4号

子管の発明が電子工業の形成をもたらしたの

は， 既に有線通信事業 (1837年， モールスの

電信機）や電話事業 (1876年，ベルの電話機），

無線電信事業 (1895年， マルコーニの無線電

信器）が発展しており，電子の検波や増幅を行

なう機能素子が必要とされる条件が形成されて

いたからである。電子管の発明，工業化は，こ

れら既存の通信事業に強い刺激と変革をもたら

し，更にラジオ放送， レーダー技術，テレビ放

送， ミサイル， コンビューク等の新しい産業部

門，軍事技術を生みだした。

本稿で対象とする半導体産業は，これら広範

囲にわたる電子工業に能動部品を供給する電子

部品産業である。電子部品は，大きく分類する

と，①能動部品，③受動部品，⑧機能部品，④

機構部品の 4つに分けられる（表ー1)。電子

管は，この内①の能動部品に分類されるが，上

にみてきたように，実はこの能動部品が電子技

術の中核なのであり，ある意味では能動部品の

歴史が電子技術の歴史であるとも言えるのであ

る。能動部品の歴史は，電子管ー半導体（トラ

ンジスタ）一半導体 (IntegratedCircuit集

積回路）の三段階が画される。

半導体 (Semiconductor)とは，銅やアルミ

などのように電気をよく通す導体と，ゴムやガ

ラスなどのように殆んど電気を通さない絶縁体

の，中間の性質を有する物質（シリコン，ゲル

マニウム，セレン等）のことである。 トランジ

スク技術は，半導体のこのような特性を利用し

て電子の動きを制御するものである。トランジ

スク (1948年，ベル電話研究所）の出現により，

能動素子は電子管時代から半導体時代に移行し

た。

ペル研での半導体の研究は， リレーや真空管

を使った電話システムが， 1940年代中頃にな
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技術先端産業の確立過程

表ー1 電子部品の分類

r電子
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の
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《半導体）

能［：能半導体素1塁：＇;亭塁口ぷ門)/スタ）
動 集積 回配[””'負暉ー仁i:mに← 雷 戸
11 1 ・・・..... -Lig成集 9青回三序預集積回路

博膜慶Ill回跨

; •I.. ........................:ii. i ば:~;~;;;;~~;~~~;~~.......................................'...'. 
岳 「回路部 品［線はおよび変紐一E!匹、夕』雷、変紐

そく流椋綸．電i原変庄諾
合部品

導波管

体 回路
ろ液行およびサーキュレーク

予洞悶援『
その他の立体回＇紅部品

援およ壬水晶振動子

び慨動子
セラミ・ソク共振子
その他

且音響郎品｛］［戸鰐翌琵ここ・ご；乞ご竺竺〗~~;::::: 
品•その他壬ホノモータ

テレピ用アンテナ

i―且且岳i滋塁？紐；蘊；：富＂しポタンスイ Iチ．その他）

その他

ると，通話量の増大により，処理能力やメンテ

ナスで支障をきたしており，電子管に代わる能

動素子を必要とする強い要請によるものであっ

た20)。 トランジスタは，電子管の次のような欠

陥を取り除き，こうした要請に応えるものであ

った。

①電子管の作動には熱を加える必要があるの

で，電力を必要とするし，放熱から他の部品を

保護してやらねばならない。

②電子管は燃えつきると交換しなければなら

ず，信頼度が限られている。

20) 瀬見 洋『日米半導体戦争』日刊工業新聞社，
1979年， 22頁。

③電子管は機構部分が多く，小型化や生産の

合理化を図りにくい。

④電子管はもろ<, ショックに弱い。

こうして， トランジスタを中心とする半導体

素子が，それまで電子管に依っていた機能を多

くの領域で急速に代替するようになったが，こ

れにもまだ問題がなかったわけではない。部品

数については，電子管 1本にはトランジスタ 1

個が対応するものであるから，配線に手間がか

かり故障が多発する原因ともなる。巨大な電子

システム，例えば何百何千，時には何百万， と

いう電子部品によって構成される電話交換シス

テムの発展にとっては， トランジスタもなお不
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表ー2 IC の主な用途と特徴

設
開集量

分 類 I 主な用途 農発積産
その他の特徴

資 1費度性 1 長 所 ！欠点
低雑音，低ドリフトパイポ戸ビデオ・オーディオ機器

ーラ 通信機
半導体 中 良

消費

デジ電算機，計測機器 大大 高速 電力大
IC MOS タル電卓，時計，マイコン ， ， 大優低消費電力，低価格 低 速電算機のメモリ

混IC成薄 膜 ご Iエ1小 I小可インダクタン高周波，高精度やや大
厚膜 ビデオ・オーディオ機器、小 スも組込める 高電力，高電流 割高

十分であった。

トランジスタのこうした欠陥を取り除き，半

導体技術の新しい歴史を切り開いたのが， フ

ェアチャイルド社のホーニーのプレーナ技術

(1959年）とテキサス・インスツルメント社，

キルピーの固体回路技術により可能となった

IC技術の発明である。 ICは“数ミリ角のシ

リコン片（基板）にトランジスクや抵抗，コン

デンサといった回路素子を積み込んだもの＂

で， トラスジスクに代わる次のような特徴をも

っている。

①配線も相当な程度に内包されるため，より

一層の小型化，軽量化ができる。

②消費電力が少ない。

③配線長の短縮，浮遊容量の減少から高速化

が一層容易となる。

④信頼度が高い。

しかし， ICは回路を基板上に焼きつけるも

のであるから，次のような短所もある。

⑥設計費が高い。

⑥設計変更が難しい

IC技術は，基板上の素子の集積度向上を可

能にし， SSI(Small Scale IC)＝トランジス

ク換算 100素子未満， MSI(MediumScale 

IC) =1000素子未満， LSI(Large Scale IC) 

=1000素子以上，超 LSI(Very Large Scale 

IC) =10万素子以上，と発展してきている。

以上は，集積回路によって RAM(Random 

Access Memory• 即時書き込み読み出し記憶

素子）についてみた一応の区分であるが，この

他にも基本構造，用途などによって，いくつか

に分類できる（表ー2)。
基本構造上の相違から， 半導体 ICと混成

ICの2つに分けられる。半導体 ICは，基板

上にトランジスクや抵抗などの素子を作り，そ

の表面を絶縁膜で被い，さらに，その上にある

金属膜で配線したものである。これは 1つ（モ

ノ）の石で出来ているという意味でモノリシッ

クと呼ばれるもので，今日，_ICとは通常この

モノリシック型（半導体 IC)を指す。

他方，混成 IC（ハイブリッド）は更に薄膜

ICと厚膜 ICに分かれる。膜 ICは，回路素

子間を基板上に析出した膜状の抵抗体によって

接続するもので，その膜の厚みによって薄膜と

厚膜に分けられる。混成 ICは，後に触れる，

マイクロモジュール方式による電子回路小型化

の流れによるもので，基本的な考え方は， トラ

ンジスタなどをチップの形で 1つ1つ個別に取

りつけるというものである。

表ー2にも示しているが，半導体 ICはこの

取りつけを予め設計された回路によって行なう

わけであるから，量産性はすぐれている。反

面，少量生産においては混成 ICの方が経済性

がよい。新しい回路を開発する費用が少なくて
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技術先端産業の確立過程

すむからである（設計変更が容易であるため）。

半導体 ICは， 更にバイポーラ型と MOS

(Metal Oxide Semiconductor, 金属酸化膜

半導体）型に分かれる。 MOS型は高密度回路

の生産に適しているが，バイボーラ型に比べて

動作速度が遅いという欠点を持っている。

本稿は，電子部品産業のなかの半導体，とり

わけ IC産業の産業分析を課題とするものであ

る。半導体 (IC)産業の今日的意義は二重で

ある。ひとつには，それが人間の頭脳労働を代

替する技術であるという意味で，労働手段の機

械からオートメーションの発展，すなわち，自

動制御機構の発展における画期的な技術である

ということであり， もうひとつは，その研究集

約性が，半導体 (IC)産業を，前章でみた技

術先端産業の規定を最もよく代表するものとし

ている，ということである 21)0 

次章では，半導体 (IC)産業の成立，市場

点接触型トランジスタ

表ー3 トランジスタにおける技術革新 ① （製品革新）

ウェスタン・エレクトリック（ベル研）

成長接合型トランジスタ ウェスタン・エレクトリック（ショックレイ）

エミック ペース コレクク

z
 

Z
 

合金接合型トランジスタ ゼネラル・エレクトリック， RCA

1951 

1951 

1952 

ペース抵抗

合金接合型トランジスタの断面
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サーフェス・バリヤー・トランジスタ フィルコ

シリコン接合型トランジスタ テキサス・インスツ）レメント

拡散型トランジスタ ウェスタン・エレクトリック

テキサス・インスツ）レメント

ベース

ゲルマニウムメサ型トランジスタの断面

シリコン制御整流素子

トンネル・ダイオード

プレーナ・トランジスタ

ゼネラル・エレクトリック

ソニー（日本）

フェァチャイルド

ベース電極エミッタ電極

SiO 

コレクク電極

•ブレーナトランジスタの断iii

SiQ、

エピタキシャル・トランジスタ ウェスタン・エレクトリック

集積回路(IC) テキサス・インスツ）レメント

フェアチャイルド

1954 

1954 

1956 

1956 

1957 

1960 

1960 

1961 

（出所） 1. John E. Tilton, International Diffusion of Technology: The Case of Semiconductor, 
Brookings Institution, 1971 p, 16. 

2. 図は，垂井康夫『ICの話』 NHKブックス， 1982年。

構造について分析を進めるが，この新製品の開

拓，新産業部門の形成は，アメリカにおいて行

なわれたものであるから，当然その分析もアメ

リカにおけるそれを中心に進められる。

21) 半導体産業の国際的展開については，菰田文男

「米国半導体産業の技術戦略ー一日米技術格差の

縮小と今後の展望」『世界経済評論』 Vol.26, No. 

9, 1982年9月，が参考になる。

(2) IC 技術前史ー一ートランジスタ技術の

発展

トランジスタ時代から IC時代への移行と一

口にいっても，その移行は簡単なものではなか

った。電子管から半導体（トランジスタ）の登

場まで，約60年も費やされているように，

ICの出現は，多くのトランジスタ技術の改

善，発展の積み重ねによるものである。ここで
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技術先端産業の確立過程

表ー3 トランジスタにおける技術革新② （工程革新）

開発企業 年 I 関連する製品革新技術革新

単結晶成長
さ

ソーン・リファイニング

ウェスタン・エレクトリック 1950 成長接合型トランジスタ

ウェスクン・エレクトリック 1950 

ァロイ・プロセス ゼネラル・エレクトリック 1952 合金接合型トランジスタ

3-5コンパウンド ジーメンス（西ドイツ） 1952 

ジェット・エッチング

酸化マスク及び拡散

プレーナ・プロセス

フィルコ 1953 サーフェス・バリヤー・トランジスタ

ウェスタン・エレクトリック 1955 拡散型トラジスタ

フェアチャイルド 1960 プレーナトランジスタ

工ヒ゜タキシャル・プロセス

プラスチックによる密閉

ウェスタン・エレクトリック 1960 工ビタキシャル・トランジスタ

ゼネラル・エレクトリック 1963 

ビーム・リード ウェスタン・エレクトリック 1964 I 
（出所）表ー3①に同じ

は， ICに至るトランジスタ技術の発展および

その特徴について，みてみよう。

表ー 3①③は， トランジスタにおける主要な

技術革新を列挙したものである。この表をみて

いくに当たっては，若千の注意が必要である。

1つは， ここに列挙されている主要な技術革

新の選択は，任意的なものであるということで

ある。選択は，半導体産業における科学者，技

術者及び販売専門家間の討議結果をもとになさ

れたものである。各人の間で，開発企業や時期

について異論があったが，主要な技術革新につ

いては大体において一致をみたものである。た

だ，プラスチック封入及びトンネル・ダイオー

ドを主要な技術革新に入れることについては，

疑問視する向きもあった，ということである。

第 2に，主要な技術革新の経済的，技術的重

要度は，大きく異なるということである。

第 3に，技術進歩はそれがコストや機能に影

響を与えるようになるまでに，いくつかの段階

（基礎研究，応用研究，開発，商業化，そして

拡散）を経るが，表では，最初に商業生産を始

めた企業時期を記しているということであ

る。従って，表記された企業が，必ずしも導入

した技術革新の拡散や市場での最大の成功を収

めた企業とは限らない22)0 

最初のトランジスタは点接触型トランジスタ

(Point contract transister)と呼ばれるもの

で， 1948年にベル電話研究所の 3人の科学者，

J.バーディン， w.ブラッテン， w.ショック

レイによって発明されたものである。しかしこ

の最初のトランジスタは，半導体の表面に 2本

のタングステン針を接触させただけのごく簡単

なものであったため， 機械的なショックに弱

く，半導体表面の性質や針の位置によっで性能

が左右され，再現性や信頼性に乏しいという欠

点をもっていた。

成長接合型トランジスタ (Grownjunction 

transister) は，外界からの影響を遮断しにく

い半導体の表面を避けて， トランジスタを結晶

の内部に持ち込んだものである。しかしなが

ら，この構造では薄いベース領域に電極をつけ

る点など多量生産に不向きで，大規模な工業化

は行なわれなかった。

合金接合型トランジスタ (Alloy junction 

transister)の開発によって， トランジスタは

22) J. E. Tilton, International Diffusion of Tech-
nology: The Case of Semiconductor, Brookings 
Institution, 1971. pp. 15-18. 
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量産されるようになる。接長接合型では難しか

ったベースヘの電極づけが容易となったからで

ある。 トランジスタラジオで始まる日本の半導

体工業も，この合金接合型トランジスタによっ

てその幕を開けられるのである。

しかし， ICへの歩みという点では，合金接

合型はなお不十分である。リードが上下から出

ているからで， IC化に向かうには，片側から

だけのリード，すなわちシングルエンデットと

呼ばれる構造が必要であった。また合金接合型

トランジスクでは，その周波数帯域が短く，ラ

ジオには使えても，テレビやFMといった高周

波には対応できなかった。

高周波化に対応したものが，メサ型トランジ

スタ (Diffusedtransister)である。 ここで

は2つの新しい方法が採用され， ICへの歩み

を大きく前進させる。 1つは不純物拡散によっ

て薄いベース層を再現性よく実現するというこ

と， もう 1つは，電極の表面形状を決めるのに

ホトエッチング技術を導入したことで，これに

よってリードはシングルエンデット化され，

ICへの道が開かれる。

メサ型トランジスタによって高周波化の問題

は解決されたが，表面の問題はなお残ってい

た。上にみたように，成長接合型の開発により

トランジスタは，点接触型と違って動作の主要

部分である接合部分は結晶内にとり込まれ，信

頼性や寿命は増大した。しかし，接合が外気と

接する部分，ゲルマニウムメサ型トランジスタ

の断面図でコレクタ接合と示した部分は残る。

これは，以上みたどのトランジスタでも同じで

あった。したがって，メサ型までのトランジス

クはラジオかテレビ等，用いるトランジスタの

数が少ない場合はともかく，もっと多数，たと

えば数百万個のトランジスタを使う電子計算機

第 48巻第 3.4号

といった用途には，まだ十分とはいえなかっ

た。

表面安定化の決定版は，プレーナトランジス

タ (Plannartransister)である。ここで使

われた選択拡散技術が，今日の IC製造工程の

核心であるウェーハ製造工程である。図ー1

(126頁）中の点線で囲んだ部分（ウェーハ処理

の原理）を参照しつつ説明すると，最初に半導

体表面をシリコン酸化膜 (Si02)で保護してお

いて，その内，不純物を導入する必要のある部

分をホトレジスト（感光剤）とホトマスク（陰

画）によって選択するというものである。

ICは1つのシリコン中で，多くの素子を電

気的に分離することで集積度の向上が可能とな

ったが， メサ型トランジスタで始まった IC

（テキサス・インスツルメント社が最初に発表

した ICは． シリコンによるメサ型トランジス

タを用いたもの）は，フェアチャイルド社のプ

レーナ技術を取り入れることによって急速な発

展をみることになる 23)。

以上は， ICに至るトランジスタ技術の発展

をその構造面から各段階ごとに，すなわち製

品革新 (productinnovation) を中心にみた

ものに過ぎない。 1つの発明が工業化され，社

会的にも受け入れられる製品として確立（完成

化）されるようになるためには，基本的な発明

に加えて，更に数多くの改良—多くの場合，

工程革新 (processinnovation)一ーがほど

こされなければならない。発明 (invention) 

が社会に浸透してゆく技術革新 (innovation)

に転化していくためには， その機能 (perfor-

mance)よりもむしろ価格 (cost)が重要とな

23) 以上の技術的：特徴については， 垂井康夫「IC
の話ーートランジスクから超 LSIまで一ー」
NHKブックス， 1982年， 82~94頁，参照。
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技術先端産業の確立過程

る（ただし，資本主義経済の下では，超過利潤

をもたらす価格である）。こうして， その製品

の量産化や信頼度の向上，安全性等に関する改

良技術が積み重ねられ，技術革新に拍車がかけ

られるのである。トランジスタの場合も同様で

ある。

初期のトランジスタは，半導体材料としてゲ

ルマニウムを使っていたが， これは 1952年当

時 kg当たり約 300ドルという，金よりも高価

なものであった。また温度特性という点でも，

ゲルマニウムは 60゚～70°Cで性能が劣化すると

いう欠点をもっていた。これに対して， シリコ

ンの場合は， 150°Cと温度特性がよい。このよ

うに温度特性や信頼性という点でのゲルマニウ

ムに代わるシリコンの有利性は，初期の頃から

分かっていたが，当時はまだシリコンを使える

技術が十分ではなかった。というのは，ゲルマ

ニウムの融点は 900℃位であるのに対して，シ

リコンは 1400℃以上と高い， 「しかも， シ

リコンは活性が激しく，やたらにほかの物質と

反応してしまう。つまりゲルマニウムはどの課

目にも平均点以上とれるおとなしい“優良児'’

とすれば，シリコンは秀れた素質を持ちなが

ら，使い方を間違えるととんでもない方向に脱

線する“天才児”」24）という性質の違いがあっ

たからである。こうして， 1950年代初期の研

究・開発の目標は，半導体材料の純度を高め，

信頼度を増すことにおかれた。

ゾーン・リファイニング技術は，ゴードン・

ティール（ウェスタン・エレクトリック， 1953

年，テキサス・インスツ）レメントに移る）の商

業的なゲルマニウム単結晶引き上げ法を上回る

純度を可能にするものであった。ゼネラ）レ・イ

ンスツルメントのアロイ・プロセスは，半導体

24) 中川靖造『日本の半導体開発』ダイヤモンド
社， 1981年， 71頁。

トランジスタの作動条件の幅を拡げるものであ

ったし，フィルコのジェット・エッチング法は，

ゲルマニウム・ウェハーの望み通りの薄さを達

成し，高周波化への歩みを前進させた。

高周波化や信頼度という点での改善は，こう

して進んだとはいえ，なおトランジスタ材料は

ゲルマニウムであり，高温下でのトランジスタ

の使用は制限されていた。最初のシリコン・ト

ランジスタは，テキサス・インスツルメントに

よって， 1954年に開発された。 とはいえ，シ

リコンが半導体材料の主役になるには，なお時

間がかかり， シリコン素子の生産がゲルマニウ

ム素子の生産を上回るのは， 1966年になって

やっとである 25)0 

ICをもたらすに至る以上の技術発展をみて

みると，その特徴として，以下のような諸点が

指摘できる。

まず技術先端産業としての半導体産業に関連

する特徴として，第 1に，その技術発展の急速

性が指摘できる。最初のトランジスタの出現以

後わずか 10年程で， ICを生みだすに至ってい

る。

第 2に，半導体は科学を基礎とした技術であ

るが， こうした技術は科学的研究さえ積めば自

然と実るというような単純なものではないとい

うことである。科学的理論の研究に加えて，実

験的な試行錯誤による経験的事実の持つ役割も

大きい。科学と技術の接近，統ーは進んでいる

とはいえ，やはり両者には基本的な相違がある

のである 26)。1939年のショックレーの最初の

25) こうした点については， Richard C. Levin, 
"The Semiconductor Industry", in R. R. 
Nelson (ed.), Government and Technical Pro-
gress: A Cross-Industry Analysis, Pergamon 

Press, 1982, pp. 40-43. 

26) 科学と技術の相違については，山田慶児『科学
と技術の近代』朝日選書， 1982年，が参考になる。
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増幅器は， 1930年代に既に確立されていた半

導体理論を直接適用したものであったが，これ

は失敗している。しかし，これは後年，表面処

理技術の発展によって， MOS型トランジスタ

として復活している。最初のトランジスタ（点

接触型）は，半導体表面状態に関する実験の途

中に，偶然発見されたもので，なお増幅作用の

原理は分からないままであった。

以上の点に関連するが，第 3の特徴として改

良技術の持つ重要性である。これについては既

に触れたので再論する必要はないが， トランジ

スタの工業化においては，多くの技術的改良が

はかられ，それが結果的には ICをもたらした

のであった。

こうした技術上の特徴に加えて，第 4に技術

発展が， トランジスタ時代においては，主に既

存の電子管企業，独占的大企業によって担われ

たということである。表ー 3①②をみても分か

るように，主要技術の殆んどはウェスタン・エ

レクトリック 2” を中心に， ゼネラル・エレク

27) 半導体開発の初期における技術発展の主役であ

ったベル研は，ベルシステムの一員である。ベル

システムについて説明しておくと，次の図のよう

になる。

ウェスタン・

ベルシステム

アメリカ電話電信会社
AT&T 

エレクトリック社

すなわち，ベルシステムとは， AT& T を親会

社にしたアメリカの電話電信会社組織のことで，

その中で霊話設備の製造・建設を行なうのがウェ

スタン・エレクトリックであり，研究を行なうの

がベル研である。ベル研の株式は， 50％ずつ AT

&Tとウェスクン・エレクトリックによって所

有されている（以上の点について，詳しくは増田

悦三『アメリカの電話』ーニ三書房， 1981年，参

照）。

第 48巻第 3• 4号

トリック， フィルコ， RCA といった電機大独

占によって開発されている。後期にはテキサス

•インスツルメントやフェアチャイルドも顔を

みせるが，後の IC時代の技術革新が専ら新規

参入企業によって担われたのに比ぺれば，かな

りの相違である 28)。

最後に，技術の発展をもたらすものとしての

社会的需要基盤の重要性である。既にみたよう

に，ベル研でのトランジスタの発明は，それ自

体には偶然的要素があるとはいえ， AT & T 

に電子管に代わる能動素子を必要とする強い要

請があったからである。ショックレーは，新し

い能動素子の必要を見通していたベル研の研究

所長マービン・ケリーによって招かれたもので

あった。

28) この点については，次の表ー4参照。半導体産

業における技術発展のこうした特徴は，技術の研

究・開発において巨大独占企業の役割が大きいか

否かという二者択ー的問題提起が，あまり意味を

もたないことを示していると言えよう。この点に

ついては，北原勇，前掲書， 199~201頁参照

（次稿で詳しく検討する）。

なお，独占的大企業が技術開発に積極的である

理由に関して，ティルトンは次のように述べてい

る。

「第 1に，得られた新技術や特許は，アメリカ

においても，他国においても，他の技術に対して

他企業との取引対象となる（クロスライセンス）。

第2に広範囲にまたがる研究活動は，もし研究

・開発におけるリードが半導体以外の分野での応

用に対して重要な成果をもたらしたとすれば，彼

らはその成果を利用した企業活動を行なうことが

できる。これは， とりわけ（独占的大企業の一訳

者）基礎研究追求への動機づけを増すものであ

る。第 3に，研究・開発努力は，最新の半導体技

術に遅れずについてゆく，他企業で開発された新

技術の同化を容易にする，将来大規模な生産努力

を進めてゆく基礎となる，といった形で社内の技

術力に寄与する。こうして，研究・開発は攻撃的

な参入企業によってその産業から追い落とされる

のを防止する，保険となっているのである。最後

に，半導体のような進んだ技術に研究・開発努力

を怠らない，また伍しているといういとは，顧客

の， また公的に灰た企業イメージを高める」
(Tilton, op. cit., p. 71)。

次の表 4は 28)の註です
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技術先端産業の確立過程

表ー4 企業別，企業類型別にみたアメリカの半導体特許数 (1952-1980)

(1)(工すシ19程スる52特，テ-1許素ム96子に8)， 関 (2)半る導特許体合に計関す (3)特素許子のに関みする

(1969-1979) (1968-1980) 

RCA 668 1,093 259 
ゼネラル・エレクトリック 580 865 208 
ウェスチングハウス 410 538 142 

受信管企業 シルヴァニア a 158 145 16 
フィルコーフォード b 130 67 10 
レイセオン 72 67 27 
その他 35 

小 計 I 2,053 I 2,775 I 662 

ベル研 C 835 | 1,153 138 
IBM 521 1,496 251 
ハネウェル 160 332 27 
スペリーランド 139 152 16 

主要内製企業
ゼネラルモータースーデルコ 133 132 31 
ノゞ ローズ 124 10 
ヒューレットパッカード 118 19 
NCR 77 6 
テク他トロニクス 30 6 
その 273 e 23 f 

小 計 I 1,788 I 3,927 I 527 

テキサス・インスツルメント 286 632 159 
モトローラ 190 623 85 
ヒューズ 160 243 44 
ITT 111 161 23 
ベンディックス 77 114 3 
フェアチグャイルド 52 180 55 
スプレー 52 93 23 

外販企業 ログッネクウェル 203 13 
シ ティックス 119 49 
TナRシWョナルセミコンダククー 110 36 

71 15 
インテル 69 15 
ハネリス 52 16 
ゼ 他ラル・インスツルメント 50 8 
その 359 

I 
22g 17h 

小 計 | 1,287 I 2,742 I 561 

上 掲企業計 I 5,128 d I 9,444 | 1,750 

そ の 他＇ I I 4,028 i I 473 j 

総 計 I I 13,472 I 2,223 

（注） a.GTEマイクロエレクトロニクスヘの特許を含む。

b. フォードモーター社への特許を含む。
c. ウェスタンエレクトリックヘの特許を含む。
d. この総計に含まれるのは 40の大企業のみである。

e. 20 ないしそれ以上の半導体関連特許を有し，半導体の研究・開発•生産能力を持っている，
ICE (Integrated Circuit Engineering, 1981)加入の全ての電子器機メーカーが含まれる。

F. 3ないしそれ以上の素子に関する特許を有し，半導体の研究・開発，生産能力を持っている，
ICE加入の全ての電子器機メーカーが含まれる。

g. 20ないしそれ以上の半導体関連の特許を持っている，全ての外販メーカーが含まれる。
h. 3ないし，それ以上の素子に関する特許を持っいる，全ての外販メーカーが含まれる。
i. 上記以外のあらゆる類型の企業が含まれる（例えば，製造装置メーカー，コンサルタント企業，

20以上の半導体関連の特許を持つ全ての半導体メーカー）
j. 上記以外のあらゆる類型の企業， 3以下の特許を持つ全ての半導体メーカーが含まれる。

（資料） （1) Tilton, op. cit., p. 57; (2) Office of Technology Assessment and Forecast, U.S. 
Department of Commerce, special computer run, 1980; (3) Office of Technolo-
gy Assessment and Forecast, U. S. Department of Commerce, special computer 
run,. 981. 

（出派） R.C. Levin, op. cit., pp. 50-51, Table 2. 12. 

-125-



経済学研究

(7ォトマスク製造工程
と主要製造装誼 ） 

第 48 巻第 8•4 号

(IC製造工程と
主要製造装置）
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図ー1 ICの製造工程の主要設備
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技術先端産業の確立過程

(3) IC 製造工程一ー規模の経済と学習効

果

本節では， IC製造工程を概観し，製造工程

に関連する半導体 (IC)産業の経済的諸特徴一

規模の経済と学習効果—についてみる。これ

らの経済的諸特徴は，半導体産業の参入条件と

密接に関連するものだからである。

IC製造工程は図ー 1の通りである。これま

で工程技術の革新はいくつもあったが，前にみ

たように， IC製造における基本技術はフェア

チャイルド社によって開発されたプレーナフ゜ロ

セスである。ここでは，半導体 (IC)製造業を

規定する経済的諸特徴を理解するのに必要な限

りで，製造工程の概略を説明しよう。

単結晶製造工程では，高純度のシリコン単結

晶がシリンダー状につくられる。シリンダー状

の高純度シリコン単結晶は，薄く輪切りにされ

(0. 5 mm)，表面研磨されて単結晶ウェハーと

なる。

IC はシリコン基板上にトランジスタ等の回

路素子を積み込んだものであるが，ウェハー処

理工程が， この“積み込み”を行なう工程であ

る。ここで重要なことは，各ウェハーからつく

られる ICの最大数は，ウェハーと ICチップ

の大きさによって決まるということである。例

えば，直径 3インチのウェハーからは，辺の長

さが0.2ィンチの ICチップは最大 175個つく

られる 29)。

ウェハ一面積 冗(d/2)2 冗(3/2)2
チップ面積 ＝0．2X0.2=d2xo.2 

=175 

d ＝ウェハー直径

冗 (d/2)2=ウェハー面積

o. 2x0. 2=チップ面積

29) Cf. Robert W. Wilson, Peter K. Ashton, 

従って，ウェハー直径が大口径化すればす

るほど（ここ 10年位で 2ィンチから 4ィンチ

へ），チップ寸法が縮小されればされるほど，

ウェハー当たりの IC最大生産量は増大すると

いうことである。

チップ上に回路を形成するのは，さきにプレ

ナープロセスでみたものと同じ原理である。酸

化膜によって保護されたウェハー上に，感光剤

（フォトレジスト）を塗布する (a) ；マスク

製造工程で予め設計された回路パターンのマス

ク（フォトマスク）をその上に重ね，光や紫外

線露光により，不純物拡散の必要部分の感光剤

を取り除く (b), (c) ；最後に，不純物拡散

(d)である。

ウェハー上に焼きつける回路パターンの線幅

は， 素子の密度向上に大いに関係する。今，

RAM (random access memory,即時書き込

み読み出し記憶素子）で， IC の集積度をみて

みると，標準的な ICで100素子， LSI は1

万素子，超 LSIで 100万素子とされる。こう

した集積度の向上は，回路パターンの転写に用

いる光の波長を短くすることによって行なわれ

てきたもので，微細パターン形成は可視光線か

ら紫外線，遠紫外線， X線， さらに最近では電

子ヒ‘‘ーム，イオンビームヘと発展してきてい

る。

ウェハー処理が終わると，各チップは個別に

切り離される（スクライビング）。このチップは

非常にもろいので，セラミックないしはプラス

チックで保護され， リードフレーム (ICをの

せる台座）に固定し，チップとリードフレーム

を金線でボンディング（接続）する。この最後

の工程が組立工程であるが，これは労働集約的

Thomas P. Egan, Innovation, Competition and 

Government Policy in the Semiconductor Indus-

try, Lexington Books, 1980, p. 31. 
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表ー5 IC 製造歩留 （彩）

平 均 a 成熟製品 b 新 製 品 b
工 程

l歩 留 l 累積歩留 留 l熙資歩留 留 I 累積歩留歩 歩

ウェハー製造 75-95 75-95 80 80 70 70 

ウェハー検査 5ー95 3.8―-85.5 40 32 20 14 

組 立 80ー95 8.0ー81.2 90 28.8 85 11. 9 

最 終検査 60ー95 1.8-77.2 90 25.9 75 8.9 

（資料） a.Integrated Circuit Engineering. Stat四 1980:A Re加rton the Integrated Circuit 1か
如 stか Scottsdale,Arizona, ICE, 1981. 

b. W. F. Finan,・ "The International Transfer of Semiconductor Technology Through 
U. S. -Based Firms" NBER Working Paper No. 118. Washington: National Bureau 
of Economic Research, December 1975. 

（出所） RichardC. Levin, "The Semiconductor Industry", in R. R, Nelson (ed.), Government 
a叫 TechnicalProgress: A Cross-I叫 ustryん叫sis.Pergamon Press, 1982, p. 21. 

な工程であるので，アメリカでも日本でも，低

賃金を求めて東南アジアや韓国など海外で組立

てられることが多い。しかし，組立て工程も最

近は自動化が進みつつある。

コスト要因—学習効果と規模の経済

学習効果

ICは，導体でも絶縁体でもない， まさに半

導体，それも高純度シリコンに不純物を微細に

まぜあわせることによって，電子の動きを制御

する素子をつめ込んだものである。従って IC

製造工程（ウェハー製造）は，極度に厳密な無

塵度の作業環境（クリーン・ルーム）を必要と

する。ミクロン (1000分の 1ミリメートル）単

位の微細加工を行なう IC生産においては，ゥ

ェハーに塵が 1つ付着しただけでも回路がショ

ートしたりして，必要な機能が保てない。

従って，歩留りの向上が ICコストの動向に

重大な影響を与える。歩留りの向上を 16Kビ

ット RAMでみてみると，「5彩以下ならまだ

開発段階で…•••外部に向かってはサンプル供給

が行なわれる程度である。 10彩近くになると量

産初期段階に入り，販売に踏み切ることができ

る。 20彩を越えれば量産段階に入ったといえ

る。 30彩のラインが突破できれば， もう市場

で優位に立つだけの実力を獲得したことにな

る」80) という。

歩留りは， IC製造工程の諸段階で異なるが，

大きく分けて次の 4段階の関門をくぐらなけれ

ばならない。第 1は，ウェハー処理工程であ

り，この工程中に不手際があれば，ウェハー処

理が終わるまでに廃棄される。第 2は，ウェハ

ー処理の済んだ段階での電気テストである。第

3は，組立工程である。そして最後に，最終的

な電気テストを受けなければならない。これら

各段階の歩留りを集計したものが総合歩留りと

なる。

いわゆるラーニング曲線 (learningcurve) 

と呼ばれる学習効果の良否がでるのも， この

歩留りにおいてである。表ー5は， 成熟製品

(TTL=transister -transister logic) と新

製品 (1103MOS-IC)の歩留りを，上記4段階

にわたって比較したものである。平均でみた歩

留りの落差が1番大きいのは，第2段階のウェ

ハー検査の段階である。それ以外の段階では歩

留りは総じて高く，とりわけ組立工程の歩留り

30) 志村幸雄「IC産業大戦争」ダイヤモンド， 1979

年， 72頁。
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技術先端産業の確立過程

は高い。従って， IC製造歩留り向上の中心は，

ウェハー処理に置かれる。反対に組立工程は労

働集約的でもあり，歩留りも概して高いので，

上にみたように，専ら単位時間当たり労働コス

トの小さい東南アジアなどで行なわれる。

ウェハー処理工程にあらわれる歩留り向上

が，学習効果である。表ー 5における成熟製品

と新製品のウェハー検査における歩留りのあざ

やかなコントラストが，学習効果をよく物語っ

ている。学習効果は，このように生産経験を積

むことによって向上するのであるが，単に経験

を積めばよいといった単純なものではなく，多

くは製造工程の改善や完全化のための技術者の

努力に負うところが大きい31)。

ティルトンによれば，半導体産業における学

習効果の特徴は，次のようになる。 「第 1に，

作業者の側での学習効果は，その要因としては

小さなものに過ぎず，重要度は比較的小さい。

多くは，半導体結晶の準備に費される時間や温

度についての経験，製造中の不純物拡散制御か

ら得られる処置，組立や検査に使われる設備，

事業組織のスケジュール化等から生じる生産工

程における改善からもたらされるものである。

第 2に，多くの学習効果は生産から自動的に生

みだされる副産物ではなく，むしろ企業の意識

的努力によって生みだされるものである。エン

ジニアやその他の専門家が，新しい素子の生産

31) 以上の点については， R.C. Levin, op. cit., 

pp. 20-22. 

半導体産業における学習効果の重要性について
は，モノローラの例は象徴的である。「1960年頃

に，同社はクライスラー・モーターズとの間で，
自動車の交流発電機用のシリコン整流素子を一個
75セントで供給する契約を結んだ。当時，この
素子の通常価格は約 2ドルであった。最初の頃は
コスト割れであったが，巨額の注文をこなしてい
くにつれ，生産技術が改善され，モトローラは利
益を出せるようになっていった」 (Tillon,op. 

cit., p. 86) という。

システムの研究や可能な改善についての実験に

ふり向けられる。研究・開発活動のかなりの部

分は，製造工程や既製の半導体の特性改善に充

てられる。第 3に，学習効果は，当該産業にお

ける過去の累積生産と同一のものとはいえ，生

産の時間の関数でもある。確かに，今述べたよ

うな一定の学習活動は，改善をもたらす生産活

動の時間に多くが依存している。第 4に，一定

の学習は容易に一般的知識となり，公共財とな

るものであるが，多くは特殊な生産設備に独特

の形で応用されるか，ノウ・ハウを有っている

企業からの技術指導によってのみ他の設備に対

して移転されるものである。その結果，学習に

よって生み出される利益の大部分は，その学習

を行なった企業に帰するものとなる」32)0 

規模の経済

半導体産業の初期には，なお規模の経済は大

きなものではなかった。以下では，独占＝巨大

企業のみが行使できる参入障壁を広義の規模の

経済として33)，半導体産業における規模の経済

についてみてみる。このように広義で捉えた

規模の経済は，狭義の規模の経済（大規模生産

の有利性），研究・開発費の利用可能性， マー

ケティング活動力，及び電子製品部門との垂直

統合により生じる。

まず第 1の狭義の規模の経済は，後にみるよ

うに，半導体産業初期の急速な技術革新によ

り，技術の陳腐化の恐れから設備化が容易にな

されず，生じる余地は小さかった。例えば，フ

32) Tilton, op. cit., pp. 85-86. 

33) これらの点については， 北原，前掲書， 40, 

197, 251頁参照。スティグラーは，以上の要因
を規模の経済としている (G.J. Stigler, The 

Organization of Industry, 1968, Ch. 7神谷

・余語訳『産業組織論』東洋経済）。しかしこれ
らは，規模の経済というよりむしろ巨大企業（独
占的大企業）の利点と言った方がよい。
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ィルコは 1950年代中頃にファスト・オートマ

ティック・トランスファー・ライン (Fast

Automatic Transfer Line) と名ずけた業

界初の自動装置を設置したが， この装置は 1~

2年の内に陳腐化した。装置の設置当初は，フ

ィルコはコスト低下による価格切下げで，高周

波合金型トランジスタ市場の 70％を占めた。

しかし，メサ型トランジスタや拡散技術，プレ

ーナ技術の開発によって，フィルコの自動装置

は古くさくなり，その廃棄をしぶっていたフィ

ルコは業界での地位を転落させてしまった。

研究・開発費の巨額さは，技術先端産業とし

ての半導体産業を，その初期から特質づけるも

のである。だが， これも初期においては大きな

参入障壁とならなかった。企業間移動や新企業

の設立による，科学者や技術者のスビン・オフ

は米国における一般的慣行であるが， これによ

って新企業は，親企業の研究・開発努力を借用

して，みずからは大した研究・開発負担を行な

わずに半導体産業への参入を成功させた。しか

も，この場合全般にわたる半導体技術は必要で

はなく， 1つの有良な半導体素了 通常，新

素子である＿に関する技術で十分参入可能と

いうことが， しばしばあった。スビン・オフに

よって設立された新企業が，親企業と同じ生産

ラインで競合するというのは，まれであった。

むしろ彼らは，親企業が参入を計画中か，始め

たばかりの分野に参入した。そうすれば，親企

業による研究・開発努力の借用が生きてくるか

らである。ただし，この場合学習効果は借用で

きない。親企業自身も生産経験が小さいか，ゼ

ロに等しいからである。

マーケティング努力は，半導体産業において

は，殆んど意味がない。半導体は生産財である

から， その顧客は生産企業だからである。「ア

第 48巻第 3• 4号

メリカ市場における，半導体の潜在的顕客は，

1968年で約 4000に過ぎないし， その内の数百

が全販売額の 95彩を占めている」34) 状態であ

る。

半導体部門と最終電子製品部門との垂直統合

も，技術変化が著しい初期においては，規模の

経済の利点となりえなかった。最終製品部門は

自企業の半導体部門より，よりよい性能の，ょ

り安い半導体が外部半導体企業から得られると

すれば，自社の半導体を使うより，外部から調

達した方がよい。反対に，半導体部門にしてみ

れば，姉妹最終製品部門からその要求に沿った

素子開発の要請は，全般的な市場戦略を立てに

くくする，からである S5)0 

以上のように，半導体産業の初期，技術の変

化が著しかった 1950年代， 60年代において

は，規模の経済は小さく新規参入を阻止する参

入障壁とはならなかった。しかし， 1970年代に

入り，技術が安定してくるに伴い， こうした状

況は変化しつつある。今日では，半導体産業の

設備投資研究・開発費が巨額になり，小規模

なベンチャー・ビジネスの参入を難しくしてい

る。また IC価格の低下により，電気製品は勿

論，自動車等多様な消費財に ICが組み込まれ

るに従って，最終電子製品事業との垂直統合が

重要な競争上の利点となりつつあり，この点か

らも規模の経済が大きくなりつつある。

(4) 技術と市場構造

半導体産業の市場構造は，いくつかの特徴を

もって出発した。 1つは，一口に半導体産業とい

っても，その担い手となる企業は多様であり，

数種の企業類型が区別されるということであ

る。第 2に，半導体産業においては， とりわけ

34) Tilton, op. cit., pp. 83-84. 
35) 以上については， Cf.ibid., pp. 82-84. 
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表ー 6 主要な米国半導体企業の変遷

1955年 196導0年体） （半196導5年体） 19(I7C5年) 19(8IC0年) 
順位 （トランジスター） （半

1 Iヒューズ I TI I TI I TI I TI 

2 Iトランジストロン lトランジストロン 1モトローラ Iフェアチャイルド I NS 

3 Iフィルコ Iフィルコ I Iナショナル・(NセSミ)コ I フェアチャイルド ンダクター モトローラ

4 Iシルヴァニア I GE Iゼネラル・イ（ンス 1
ツルメント GI) インテル Iインテル

5 Iテキサス・イ（ンス| c 
ツルメント Tl) R A I GE Iモトローラ

Iフェアチャイルド ～ 

〔シュランベルジャー〕

6 |ゼネラル・枷や Iモトローラ
トリック（ I RCA Iロックウェル I シグネティフッ゚ クス

〔フィリッ ス〕

7 I RCA Iクレバイト Iスプレーグ I TI Iモステック 〔ユナジイ〕テ
ッド・テクノロ ー

8 1各；スティングハ 1フェアチャイルドフィルコーフォード|RCA Iアドバンスド・(AマMイDク) 
ロ・デバイス

9 Iモトローラ Iヒューズ Iトランジストロン 1ジグネティプックス
〔フィリッ ス〕 I RCA 

10 Iクレバイト Iシルヴァニア Iレイセオン Iアメリカン・マイク 1ハリス
ロシステム

（資料） 1955-75;I. M. Macintosh, "Large Scale Integration: Intercontinental Aspects", IEEE 
Spectrum, June 1978, p. 54 1980; Integrated Ciruiut Engineering, Status 1981; A Report 
on the Integrated Circuit Industry (Scottsdale) 

（出所） Levin,op. cit., p. 30. 

IC以後に顕著であるが，既存の独占企業でで

はなく新規参入企業が技術発展及び市場の発展

をリードしたということである。第 3に以下

でみるように，技術革新の著しさにより，市場

のリーディング企業が目まぐるしく変化したと

いうことである。

まず企業類型についてみてみると，大きく分

けて，次の 3つに類型される。

第 1の企業類型は，垂直統合された多様な電

子製品・部品を生産する独占電気・通信企業で

ある。さきにみたように， トランジスタに始ま

る半導体産業の技術を初期においてリードした

のは，これらの企業， とりわけベル研であっ

た。これら独占電機・通信企業は，電子回路に

おける整流， 増幅機能が真空管から半導体素

子（トランジスタ）に代替されることに気付

き， 1950年代初めにはトランジスタの生産に

乗りだした。 1955年の時点では， 1950年前後

に真空管の殆んどを生産していた主要8社の

内， 5社が，半導体（トランジスタ）の売上げ

上位 10社にランクされている。 GE, フィル

コ， RCA, シルヴァニア，そしてウェスチング

ハウスがその 5社である（表ー 6参照）。しか

し，これら独占的 6企業はその後地位を低下さ

せており，特殊回路や軍需向けにシフトしてい

る。

第 2は，半導体の内製企業である (“cap-

tive" suppliers)である。内製企業の中心はコ

ンビュタメーカーであり， IBM, ヒューレット

パッカード，ハネウェル， NCR,ディジタル・

イクイップメント，及びコントロール・データ

が主要なものである。その他大手内製企業とし

ては， GMとウェスタン・エレクトリックの合

弁子会社であるデルコがある。

第 3は，本稿での中心となる，外販企業

("merchant" suppliers)である。これらの企

業は， 1950年代初めに半導体事業に新規参入

したものであるが，その内部にはまたかなりの
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異質性がある。

①その出目という点でみれば，いくつかの外

販企業は，既存企業の多角化による新事業部門

として設立されたものである。ヒューズ・エア

クラフト，モトローラ，テキサス・インスツ Jレ

メントなどがそれに当たるが，それ以外，ナシ

ョナル・セミコンダクターやインテル，その他

多数のメーカーは半導体事業への参入を目ざし

て新規に設立されたものである。

②外販企業間においても，半導体の市場戦略

をめぐって，企業間にかなりの違いがある。テ

キサス・インスツルメントやモトローラのよう

な企業は，広汎にわたる記憶素子からマイクロ・

プロセッサー，個別半導体等，多様な半導体製

品を生産する。しかし，その他のメーカーは限

られた種類の製品しか販売していない。例え

ば，ィンテルは個別半導体は全く生産しておら

ず，高い品質の n-MOSICに特化している。

RAMメモリーの開拓者として，最近ではイン

テルは，マイクロプロセッサーとその他の論理

素子に集中している。その他では，モステック

は MOSメモリーに専門化し，モノリシック・

メモリー社 (MMI) はバイボーラ ICのみを生

産しており，ユニッロードとヴァーロは個別半

導体に専門化しているという具合である。

③最終製品部門への垂直統合の程度，時期に

ついても差異がある。テキサス・インスツルメ

ントは早期に電子消費財への垂直統合を成功さ

たが，それ以外のメーカーの垂直統合は貧要で

ある。

④以上の差異のなかでも，既に分かるよう

に，テキサス・インスツルメントとシリコン・

バレーのメーカーとの間には，大きな差異があ

り，これはアメリカにおける半導体企業の企業

慣行にも及ぶものである。すなわち企業間の組

第 48巻第 3.4号

織や誘因，雇用者の移動，技術情報の企業間で

の流れ，及び政治方針における差異である。テ

キサス・インスツ）レメントは，企業への忠誠心

を育むのに成功し，雇用者（技術者）の移動を

止めさせ，独自技術の流出を防いでいるのに対

して， シリコン・バレーの多くのメーカーの間

では技術者の移動や情報の流出が自由である。

日米半導体摩擦のアメリカ側の当事者となった

SIA (Semiconductor Industry Association 

＝半導体工業会）は， シリコン・バレーのメー

カーを中心としている 37)。

次に，市場構造の第 2, 第3の特徴について

みてみよう。この点については，表ー 6' およ

び表ー 7①②⑧が，何よりも雄弁に事態の特徴

を物語っているといえよう。産業における企業

のマーケットシュアは，マーケッティングや価

格政策，垂直統合，独占力等々多くの諸要因に

よって決まるが，半導体産業においては技術革

新及び模倣に成功するか否かがマーケットシェ

アを決定してきた。これは，表ー 7①②③に明

らかなような半導体産業の技術革新の急速さに

よるものであるが，技術がマーケットシェアの

決定的要因となるという点で，この産業は「シ

ュンペーター型競争」38) の典型であるとされて

37) 企業類型については， Levin,op. cit., pp. 24-
27. 

38) 「シュンペーター型競争」， とりわけ技術進歩
と企業規模との関係については， M.I. Kamien, 
N. R. Schwarz, "Market Structure and 
Innovation: A Survey", Journal of Economic 
Literature, Vol. XIII (March, 1975), pp. 1-

37,が文献招介も含めて詳しく論じている。なお．
ベインは技術独占による市場独占は長くは続かな
いとしている。その理由としては，「戦略的特許
の満了，競合的な工程や製品の発展，そして独占
解体のための政府の反トラスト的行為」 (J.s. 
Bain, Industrial Organization, 2nd ed. 1968,宮

沢健一監訳『産業組織論』東洋経済，上， 164頁）
をあげている。これらの点についての検討は次稿
でも行なうが，詳しくは，他日を期したい。
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表ー7 半導体における技術革新 ① （素子構造）

技術革新 I_＿年 I 開発企業

Integrated circuit I 1960 ¥ テキサス・インスツルメント／フェアチャイルド

Diffused resistor I 1960 フェアチャイルド

Metal-oxide-semiconductor (MOS) capacitor I 1960 I RCA 

Metal-oxide-semiconductor (MOS) transistor I 1962 I RCA 

Substrate-diffused-collector transistor I 1962 シルヴァニア／フェアチャイルド
Complementary metal-oxide-semiconductor 

(CMOS) transistor 1963 I RCA 

MOS resistor I 1965 フェアチャイルド／GMe

Deposited-metal resistor 

Depletion-mode MOS resistor 

Bipolar-junction field-effect combination 

Trapped-charge storage 

Bipolar-MOS combination 

Isoplanar, Coplamos et al. 

Merged transistor 12L 

Vertical MOS (VMOS) 

1965, — 

1969 i モステック

1970 ナショナル

1972 

1972 

1974 

1975 

1977 

インテル

RCA 
フェアチャイルド／スタンダード・マイクロシ
ステム

IBM／フィリップス

シリコニックス／アメリカン・マイクロシステム

（資料） CRA, International Tech初 logical Competitiveness: Television Receivers and Semiconductors, 
prepared for National Science Foundation (Boston, Mass., June 1979). List of inno-
vations developed in conjunction with Ferguson Associates, Cupertino, California. 

（出所） R..W. Wilson et al., op. cit., p. 40. 

表ー7 半導体における技術革新 ② （工程革新）

Resistive metal deposition 

Ultrasonic bonding 

Annealing for stress relief 

Gettering processes 

Plastic encapsulation 

Direct bonding (bump) 

Nitride-chemical vapor deposition (evp) 

Glass-chemical vapor deposition (CVD) 

Ion implantation 

Schottky junction 

Dielectric isolation 

Sputtering 

Polysilicon deposition 

Silicon-on-sapphire 

Plasma etching 

Ion milling 

Electron-beam processing 

Photolithography projection alignment 

Deep ultraviolet photolithography 

（出所）表ー 7①に同じ

いる。

1954年に， テキサス・インスツ）レメントは，

初めてゲルマニウムに代わるシリコン・トラン

1960 

1961 

1965 

1965 

1965 

1966 

1968 

1969 

1970 

1970 

1970 

1973 

1973 

1973 

1974 

1975 

1975 

1976 

1977 

フェアチャイルド

ベル研

ベル研

フェアチャイルド

IBM／ウェスタン・エレクトリック

ゼネラル・インスツルメント

ベル研

モステック

テキサス・インスツルメント

ハリス

ヴィーコ

インテル

RCA 
スタ（英ンダ）ード・テレコミュニケーション研究所

ヴィーコ

テキサス・インスツ）レメント／IBM

パーキンーエルマー

パーキンーエルマー

ジスターを導入した。これによるテキサス・イ

ンスツルメントの市場リードは 2 • 3年続き

(6カ月以内で，他企業が新しい素子を複製し
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表ー7 半導体における技術革新 ③ （ディジタル IC)

RTL (resistor-transistor logic) 

DTL (diode-transistor logic) 

ECL (emittor-coupled logic) 

TTL (transistor-transistor logic) 

CMOS 

Schottky TTL 

I KMOS RAMs 

Microprocessor 

Bipolar RAMs 

4 K MOS RAMs 

16 K MOS RAMs 

（出所）表ー7①に同じ

たり 2次供給者になるのが普通であるこの産業

において， 2 • 3年のリードは驚くべきもので

ある），小企業を一躍半導体販売額のトップに

のしあげた39)0 

半導体における，このような急速な技術発展

は，新親参入が容易であったことによって，競

争的市場競争， しかも「シュンペーター型競

争」と称されるような技術開発競争が，その初

期において支配的であったことによる。こうし

た競争的市場構造を半導体産業にもたらした要

因としては， 半導体産業の立ち上がりの時期

に，すなわち次節でみるプロダクト・サイクル

の第 1段階に，軍需が強力な需要基盤を提供し

たこと，更に人材の流動性や特許の自由利用が

可能であった等の要因があげられる。次章で

は， こうした要因およびその変化についてみて

みよう。

4． 競争的市場構造を支えた要因

前章でみたように，半導体産業において競争

的市場構造をもたらした要因としては，いくつ

かのものが指摘できるが，本章では，それらの

要因を， 2つに大きく分けてみてみる。 1つ

39) Tilton, op. cit., pp. 65-66. 

1961 フェアチャイルド

1962 シグネティックス

1963 モトローラ

1964 シルヴァニア／テキサス・インスツルメント

1968 RCA 

1970 テキサス・インスツルメント

1970 アドバーンズド・メモリー・システムズ／イン
テル

1971 インテル

1972 フェアルチ／ャイルド
1973 インテ モステック／テキサス・インスツル

メント
1976 インテル／モステック

は，半導体索子の政府調達（とりわけ軍需）と

政府による研究・開発援助の役割であり， もう

1つは，参入を容易にした諸条件である。前者

は技術先端産業の確立過程にみる，国家（とり

わけ軍事技術開発）の関与の特徴をみるもの

で，生産力の今日的段階と国家独占資本主義に

よる生産力掌握の関係に焦点をあてるものであ

る。後者においては，資本主義経済下での，技

術先端産業の開拓，発展と企業間競争の関係を

考察するものである。勿論，これらの考察は，

半導体産業に限定されているし，世界に先がけ

て半導体産業を確立したのはアメリカー国だけ

であるから，アメリカ的特殊性に彩られたもの

であることは明らかである。したがって， ここ

での考察の性急な一般化は避けねばならないこ

とは言うまでもない。

(1) プロダクト・サイクルと半導体産業の

技術拡散過程の特徴

技術先端産業の国際的技術移転（拡散）の特

徴を考察する場合， プロダクト・サイクル説

(Product-cycle) が参考になる。プロダクト

・サイク）レ説は， R.ヴァーノンによって多国

籍企業の国際的な資本の投資戦略を説明するも

のとして提唱されたのが始まりである 40)。ヴァ
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技術先端産業の確立過程

ーノンは，商品のライフ・サイクルを，“新製

品” (new product), “成熟途上の生産物”

(maturing product),“標準化製品”(stan-

dardizied product) の3段階に分けて，各段

階における資本の投資行動の特徴を分析してい

る。

“新製品”段階は， まっさきに先ずアメリカ

において開始される。というのは，ヴァーノン

がフ゜ロダクト・サイクルのモデルとしている

“新製品”は，「高所得と資本による労働の代替

に関連した製品に対するイノベーションにのみ

関連するのであって，産業上のイノベーション

一般についてのものではない」41) からである。

新技術の発見や発明が，必ずしもいわゆる「技

術革新」（イノベーション）」をもたらすわけで

はない。 インベンション（発明）がイノベー

ション（技術革新） として展開をとげる為に

は，「新生産物の開拓」42) に対して超過利潤を

もたらすほどの新需要が創出されなければなら

ない。この点に関しては，アメリカは他の先進

国に比べて，相対的に高い 1人当たり平均所得

と，単位当たり労働コスト，という有利な市場

条件をもっている。アメリカで開拓された“新

製品”は， この最初の段階では，技術上の独占

的優位性により他国との価格競争の心配もな

く，海外に生産拠点を立地させる必要はない。

しかしながら，“新製品”段階が終わって，商

品のライフ・サイクルが“成熟途上の生産物”

40) Raymond Vernon, "International Invest-
ment and International Trade in the Pro-
duct Cycle", Quarterly Journal of Economics, 
Vol. 80 (May 1966), pp. 190-207. 

41) Ibid., p. 193. 

42) 北原勇氏は，「新生産物の開拓と新生産部門
の形成とは異なる概念であって，新生産物の開拓
がつねに新生産部門を形成するわけではない」
（北原，前掲書， 264頁）と，両者の区別の必要
を説いている。

段階に入ると，他の先進国への技術拡散による

競争要因が作用し始め，一定の量産性の要求に

よる「規模の経済」等，コストの低下が重要と

なってくる。この段階にあっては，商品輸出な

いしは海外立地が検討され始める。

最後の“標準化製品”段階では，商品は十分

成熟をとげ規格化も進んでいるから，専らコス

ト要因のみが重要となる。したがって， この段

階においては，労働コストが安い発展途上国が

価格競争上優位に立つようになる。

ティルトンは，プロダクト・サイクル説を半

導体産業に当てはめて国際的な技術拡散につい

て考察している。図ー 2は，ヴァーノン・モデ

ルを基礎としてティルトンが展開した，技術革

新の国際的拡散過程である。

ティルトン・モデルの特徴は，技術先端産業

である半導体産業を対象としているため，需要

条件として，ヴァーノンがあげた高所得高賃金

率に加えて，軍及び宇宙開発需要を追加してい

る点にある。

「典型的には，新しい半導体素子は高価であ

るため，最初は， コストよりも機能が優先され

る軍及びその他の政府向け装置に使われる。企

業が経験を積むにつれて，コストが低下する。

最初軍向けの装置に素子が使われた後数年し

て，その価格は産業用にかなりの浸透を許すほ

どの低下をしばしばもたらす。更に数年して，

素子はコストーパフォーマンスが最も低い消費

市場でも競争できるほど安くなる」43)

こうして，新しい半導体素子は，市場条件一

―市場の規模及び構成一—ーからいくと，先進国

ではアメリカ （軍需段階），西ヨーロッパ（産

業用需要が相対的に大きい），日本（消費財需

要が相対的に大きい）と，技術拡散が進んでい

43) Tilton, op. cit., pp. 35-36. 
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図ー2 技術革新の国際的拡散過程 1

(a) 技術革新国（アメリカ合衆国） 2

数

量

時間

(b) 初期に模倣した国（その他の先進国）

P+M=C+X 

数

量

時間

(c) 遅れて模倣した国（発展途上国）

数

景

P+M=C+X 

時 間

（注） 1. X曲線はその国の新製品（ないしは新工程によって生産された製品）の輸出水準を示す； M 曲線

はその輸入である。 P+M曲線は国内生産と輸入の合計である。 これはその国の国内消費及び輸

出 cc+x)に充てられる製品総計を示している。 P+M曲線とM曲線の縦の差は， その国の生

産を， c+x曲線と X曲線の縦の差はその国の消費を表わしている。

2. カッコ内はヴァーノンの規定

（出所） JohnE. Tilton. International Diffusion of Technology : The Case of Semiconductors, 
Brookings Institution, 1971, p. 21. 
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技術先端産業の確立過程

くということになる。

事実後にみるように，半導体の新素子開発に

おいては軍需の役割は決定的であるが，半導体

産業の技術先端産業としての性格に関連して，

その技術拡散過程の理解についてもいくつかの

注意が必要である。

1つは，自由貿易の下では，需要条件による

技術拡散の遅れは小さいとはいえ，それが軍需

向け素子として開発された場合，軍事機密とい

う性格からアメリカヘの輸出に対しては一定の

障壁が存在するということである。こうした制

限は，新素子が産業用，消費用と成熟してくる

につれて弱まるが，軍需品としての新製品開発

が国家機密ないしは西側全体の利益という口実

により，自由貿易の例外的扱いになりうるとい

う点は指摘しておく必要があろう“心

第 2に，半導体産業の供給条件の特異性であ

る。半導体の生産は資源やその他の生産要因を

殆んど必要とせず，専ら問題は技術と労賃率で

ある。技術水準や技術者，科学者の数は，先進

国と呼ばれる国においては極度に大きな格差が

あるわけではないから，半導体の供給条件の側

からみた技術拡散の遅れは，需要条件のそれに

比べて，さほど大きくないということである。

このことは，いったん新製品が開発され，軌道

に乗るようになると，技術面で追いつく（模倣

する）ことは十分可能である，ということを意

味している 45)0 

44) この点に関しては， 1981年 6月の AT&Tの
光通信入札における富士運の敗退， 1983年 2月
の京都セラミックの米現地子会社デクセル社の，
「国家安全機密法」による売却事件は印象的であ
る。

45) 以上の点については， Tilton,op. cit., pp. 36-

37. 

(2) 技術開発過程への国家の介入

政府調達（軍需）

新技術が工業化され，更には商業的に生産さ

れるまでには，いくつかの段階を踏まなければ

ならない。まず基礎研究段階で， この段階では

科学的原理の発見やその最終的応用可能性につ

いては，かなり不確定である。次は，得られた

原理により，新製品や新工程の試作品作りの段

階である。こうした研究段階においては，その

目標は絞られるが，技術的見通しや経済性につ

いては不確定である。最後は，開発および商業

化段階であるが，ここではまだ市場規模や競合

他社の同種製品（工程）の開発状況については

不確定なままである。このように，新技術の製

品化に当たってはかなりのリスクが伴うが，そ

のリスクが大きければ大きいほど，競争者も少

ないということで成功した場合の超過利潤も大

きい。前にみたフ゜ロダクト・サイクル説は，新

技術が工業化，更には商業的に生産されるまで

の過程を，主に需要要因を中心として説明した

ものである。

半導体産業が，新生産部門を形成するまでの

過程において重要なことは，以上のリスクが全

面的に国家とりわけ軍需によって負担された

ということ，更にはそれが，前章においてみた

ように，独占的大企業のみによってではなく，

むしろ主要には新規参入企業による急速かつ活

発な技術革新によって支えられたということで

ある。

政府，とりわけ軍による半導体素子の調達

が，半導体技術の発展に与えた影響は決定的で

ある。表ー8は，最終消費からみた半導体販売

額シェアの推移をみたものである 46)。表は，さ

46) 表ー8についで注意すべきは，これは外販され
たものだけについてみたもので，垂直統合企業に
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表ー8 最終消費からみた半導体販売額シェアの推移

1960 a J 1965 b J 1968 a J 1972 b 11972 c 11974 d j 1974 e J 1979 e 

コ ン ヒ° ユ 夕 -I 30 1 24 I 35 1 21. I 2s I 32 I 29 I 30 
消費財（計算機，時計，自動車等） 5 I 14 I 10 I 18 I 22 I 22 I 24 I 28 
生ィ産ス機財器（工，程通制信御設備，検）査装置， オフ 1 15 J 26 I 20 I 30 I 26 I 30 I 33 I 37 
軍／宇 宙 関 係 50 I 36 I 35 I 25 I 24 I 16 I 14 I 10 

（資料） a.Texas Instrument, cited in Finan, op. cit. 
b. William D. Witter, Inc., "Basic Report on the Semiconductor lnsustry for 1973/ 

1974", cited in Department of Commerce, Report on the Semiconductor Industry. U. S. 
Gorvernment Printing Office, 1979. 

c. J. P. Ferguson Associates, cited in Finan, op. cit. 
d. Fairchild Camera and Instrument, cited in Department of Commerce, op. cit. 
e. Dataquest, Inc., cited in Wilson et al, op. cit. 

（出所） R.C. Levin, op. cit., p. 19, Table 2. 1. 

きにみたプロダクト・サイクルを典型的に表わ

すものである。半導体産業の立ち上がりの時期

には軍需とコンビュータ， とりわけ軍需が需要

の半分を占め (1960年），他を圧倒している。

軍需によってリードされるプロダクト・サイク

ルの第 1段階は， 1950年代とみてよいであろ

う。次の第 2段階においては， 生産財が 20%

台となって，軍需に次ぐ市場となってコンビュ

ータと並んでいる。 60年代が，この時期に当た

るといえよう。 1970年代は，第 3の段階である。

1972年には，消費財のウエイトは 20％前後を

占めるようになり， 1974年には軍需を抜いてい

る。日本の半導体生産が本格化し始めるのも，

この頃からである。

前述のように新製品を工業化し，商業的な軌

道に乗せるまでには，かなりの困難， リスクが

よる最終電子製品への自社の半導体使用は除外さ
れているということである。 ICE(Integrated 
Circuit Engineering)の推定によれば，米系企

業による世界の半導体生産の内， 20％以上がこれ
ら統合企業の内製品で占められているとのことで
ある。 IBMだけで，アメリカの半導体生産のほぼ
15％を占めており， これら内製品を含めると，
コンビュータ向けは 40%1このぼるという (ICE, 
Status 1980: A Report on the Integrated Ciru-

cuit Industry, 1981, cited in Levin, op. cit., 

p. 18)。

ある。その意味では，新製品のライフ・サイク

ルのまさに開始時に，軍需という市場がその立

ち上がりを支えた意義は極めて大きい。

しかし，軍需の意義をその需要規模のみから

判断してはならない。というのは，軍による半

導体需要は，半導体産業を振興させようといっ

た抽象的な目的から出ているのではなく，兵器

の性能向上という極めて具体的な要望によるも

のだからである。従って，そこでは，新製品の

コストよりも品質が優先される。同様の理由に

より，軍による調達では大企業，中小企業とい

う差別は少なく，よりよい性能の素子であれ

ば，既存の有名大企業のものでなくとも躊躇な

く調達対象に加えられている。

軍による，兵器の技術水準向上という具体的

な要望は，半導体産業の技術発展を支えたのは

勿論であるが，同時にその技術発展の方向をも

規定していることに注意しなければならない。

ベル研の点接触型トランジスタの発明が，軍

に知らされたのは， 一般公開 (1948年 6月30

日）のわずか一週間前であった。これは，ベル

研がその技術に自信をもちながらも，民需分野

で超過利洞を得ることができるかどうか，迷っ
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技術先端産業の確立過程

ていたためである。軍需に依存すれば，市場は

保証されるが，国防計画に組み込まれ民需への

使用が制限される 47)。そうした懸念は別とし

て，軍はトランジスタの開発当初から，この技

術に強い関心を払っていた。

軍使用の電子機器の比重は，第 2次大戦時及

び大戦後の頃から急増しつつあったが，それら

機器への真空管の使用は，装置の信頼度低下と

いう問題を引き起こしていた。 1952年には，海

軍の艦隊の電子装置の 60％は満足に機能せず，

装置の故障の半分は真空管に関連したトラブル

による，という状態であった48)。空軍では，そ

の性格上，電子装置の信頼度の向上に加えて，

その小型化や軽量化に関心を寄せていた。こう

した状態から生ずる軍の要求は，技術発展の努

力をどこに向けたらよいかをはっきり提示して

いる。素子の小型化，軽量化，更に電力消費の

低減，またミサイルの誘導システムの開発に当

たっては，高温といった困難な作動条件にも耐

えうる素子，などが目標とされた。

こうした軍の目標に合致した素子を開発して

軍と契約を結ぶことは， とりわけ新規参入企業

にとって重要である。軍は，必要な研究・開発

費生産設備の設置を援助してくれるし，新素

子の調達に対しては，プレミアム価格で引き取

ってくれたからである。プレミアム価格での調

達は，前にみたように，学習効果による価格の

低下が著しい半導体産業においては，とりわけ

新規参入者にとって大きな助けとなった。また

学習効果が生じるまでの期間が軍需によって保

証されるということは，半導体素子の民需への

47) Levin, op. cit., p. 58. 

48) E. A. Speakman, "Reliability of Military 
Electronics", in Progress in Ouality Electronics 

Components, Proceedings of a Symposium of 
the IRE-AIEE-RTMA Washington, May, 
1952, cited in Levin, op, cit., p. 58. 

転用を促進する作用をも果たしている。産業

用，更にば消費需要に新製品が浸透していくに

当たっては，なによりもその価格が低下するこ

とが重要だからである。軍との契約は，無名の

新規参入企業に対して，その権威づけを行なう

ことで，参入の成功をより確実なものにすると

いう効果もある。 1958年の空軍によるミニット

マン・ミサイルの信頼度向上計画には 13の部

品メーカーが参加したが，この計画への参加に

より，モトローラはゲルマニウム・トランジス

タの供給で 170万ドルを受けている。フェアチ

ャイルドは， シリコン拡散トランジスタで 150

万ドルの契約を受け，この資金は同社のプレー

ナ技術の開発を助けるものとなった。

軍の要求が，半導体の技術革新に明瞭な影響

を与えた例は， シリコン・トランジスタと IC 

の開発にみることができる。ゴードン・ティー

ルが， 1951年に単結晶シリコンの成長に関心を

向けたのは，軍向けの装置に必要な高温に耐え

るという要求を満たすトランジスタの製造にと

ってシリコンが適っていると考えたからであ

る。また，テキサス・インスツルメントがティ

ールを雇ったのも， 軍での調達を狙ってであ

る。テキサス・インスツルメントは， シリコン

・トランジスタの成功により，同製品において

3年間独占的地位を享受することとなり，半導

体の最大の外販メーカーとしての地位を確実な

ものとしたのである。

ICの場合は， シリコン・トランジスタほど

直接的ではないとはいえ，軍の要求が ICの開

発に与えた影響は明らかである。軍の要求する

半導体素子が，より小型，軽量でかつ高信頼度

のもの， というのははっきりしていたからであ

る。小型化に向けた軍の研究・開発アプローチ

は，次にみるように，多様であったが，いずれ
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の方法によるにせよ小型化が達成されれば，軍

需調達が得られることは確実であった。

テキサス・インスツルメントのジャック・

s．キルビーの発明のすぐ後， 1962年に NASA

はアポロ宇宙船模型の誘導コンビュータに IC 

を使う意向を表明している。そのすぐ後には，

空軍はミニットマン ICBMの改善 (improved

version)のための誘導部品に IC を使う積り

であることを明らかにした。空軍のこの計画に

際して，その主契約者であるオートネティック

社は， 3つのアプローチを検討している。 1つ

は，個別部品を再度，部品に収めるという案，

第2は薄膜混成回路を使用するという案で， 3 

つ目は ICの使用であった。上にみたように，

最終的には ICの使用が決定されるのである

が，なお ICが開発されて日が浅いこの時期に

は，その信頼度に対して議論されており，軍の

要求する信頼度を達成するための技術的距離と

いう点では， IC案が最も遠いものであった。

事実，この時期に IBMは，新世代を画すコン

ピュータ 360シリーズにモノリシック ICは使

はないという決定を行なっている。 360シリー

ズで採られたアプローチは，先の 3つの案の

内，第2案に似たものである")。

ミニットマン IIの開発契約は， 1962年にテキ

サス・インスツルメントとウェスチングハウス

に， 1963年には， この 2社に加えて RCAに当

てられた。アポロ計画の主だった契約は，フェ

アチャイルドに与えられた。ミニットマン，宇

宙計画の調達が 1960年代中頃まで延びるにつ

れて，かなりの調達契約が，モトローラ，シグ

ネティックス，ゼネラル・マイクロエレクトロ

ニクス，及びシリコニックスにも与えられてい

49) 以上の点については， Levin,op. cit., pp. 58-
62. 

第 48巻第 3.4号

表ー9 ICの政府購人

IC（百出万荷総ドル額）① 政（府百万購入ド③ル）a 悩？
1962年 4b 4b 100b 

63 16 15b 94 b 

64 41 35b 85b 

65 79 57 72 

66 148 78 53 

67 228 98 43 

68 312 115 37 

（注） a.国防省，原子力委員会，中央情報局，
連邦航空局， NASA。

b. Tilton, op. cit. (p. 91)による推定。
（資料）出荷総額： ElectronicIndustries As-

sociation, Electronic Industries Yeabook, 
1969, Table 55. 
政府購入： BOSA •consolidated Ta-
bulation: Shipments of Selected 
Electronic Components•. 

（出所） R.C. Levin, op. cit,, p. 63. 

る。表ー9は， IC調達における政府の重要性

を示すものである。ミニットマン ]I, アポロの

2つの計画を合わせると， 1963~64年の IC販

売の殆んどを占めている。

以上の IC技術の開発促進に与えられた政府

（軍及び宇宙関連）調達の役割について， R.C.

レヴィンは，次のように整理しているが，これ

らの指摘は半導体技術全般にとっても多かれ少

なかれ，妥当するものである。

「第 1に，軍および NASAが高いイニシャ

ル価格を進んで支払ったことは，多額の研究・

開発投資及び生産設備投資が正当化されること

によって，メーカーがこの産業部門に参入する

明瞭な誘因を与えた。第2に，大量の注文は契

約者に生産経験を積ませることになり，時間の

経過に伴うコストの低下に必要な学習を容易に

することとなった。同時に，新規参入による競

争の増大と生産経験の蓄積は，価格を低下させ

ることによって， ICを多様な商業的応用のた

めに育成することとなった。第3IC:,契約期間

中の成功見込支払 (progresspayment)は，
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技術先端産業の確立過程

技術的失敗に伴う経済的リスクを軽減させるこ

とによって，灌在的につきまとう現金獲得問題

を容易にした。第 4に，軍は，メーカーに装置

の故障の原因となった設計技術，生産技術上の

失敗を正させることによって，通常では見られ

ない高度なユーザー・フィードバックを提供し

た。最後に，イノベーションの速度は，空軍の

厳密な要求によって，明らかに促進された。…

…ミニットマン Iの信頼度向上計画やミニット

マン Ilの調達契約は，すぐに達成可能な目標以

上の素子機能を目標に指示しており， しかも目

標は非常な短期間のうちに達成するよう要求さ

れた」50)0 

その他，政府調達の間接的なインパクトとし

ては，以上でも部分的に触れたが，民需部門へ

の技術移転 (spillover)51)，及び「セカンド・

ソーシィング (secondsourcing)」政策があ

る。後者は， とくに新規参入及び技術拡散を奨

励するものとして重要な慣行である。兵器シス

テムの部品を 1つの企業だけに依存していた場

合， もしその企業が技術上，生産上の困難に陥

った際には， 兵器システム全体の完成が遅れ

ることになる。その意味で， このセカンド・ソ

ーシィング政策は，こうしたリスク防止のた

め， 国防省によって大いに奨励されたのであ

る。多くの場合，セカンド・ソース (2次供給

者）は，製品を単に仕様通りに供給するに過ぎ

ないわけであるが，時としてかなりのノウ・ハ

ウが移転されることがある。また，新製品によ

る革新的参入者は，大企業を 2次供給者にする

ことができた場合，それにより顧客の警戒心を

50) Ibid., pp. 63-64. 

51) Spilloverについては， Tilton,op. cit., Ap-

pendix, pp. 175-176,参照。 R.W. Wilson et 

al., op. cit., pp. 122-131, は消費者余剰の観点

から考察している。

解くことができるという利点があった52)。

以上のように，「調達政策は， それがなけれ

ば起きなかったような半導体の技術革新をもた

らしたわけではないが，いくつかの技術革新の

時期を早めたのである。そしてこの（技術革新

の）タイミングは， 1950年代及び60年代初期に

おいては， とりわけ重要だったのである。なぜ

なら， これによってアメリカの諸企業は世界市

場において，技術革新及び競争上の最右翼の地

位を獲得することができたからである」53)0 

しかしながら， 1960年代末から 70年代にか

けて，技術革新に対する軍需の刺激は，次第に

その比重を低下させてきている。この頃から，

プロダクト・サイクルは， ICの技術的発展，

価格低下により，市場は消費財需要によってリ

ードされ始めたからである。軍の要求する機能

と民間ユーザーのそれとの開きは大きくなり，

しかも民間ユーザー向けの技術発展の方向もほ

ぼ見通しがついている。プロダクト・サイクル

の初期には政府調達，更には次にみる政府の研

究・開発援助は重要な役割を果すが，新生産部

門が形成・確立された後期においては，その重

要度を低下させるのである。

政府による研究・開発援助

政府の半導体企業に対する資金援助は，主要

なものとして， 次の 3つの方法がある。 1つ

は，研究・開発フ゜ロジェクト契約である。第 2

は，企業の準備した生産洗練化計画への援助に

よる方法である。 3番目は，政府の新兵器開発

において，その資金の一定部分が主契約者を経

て，半導体企業の研究・開発に使われるという

間接的なものである54)。

52) Levin, op. cit., pp. 64-65. 

53) R. Wilson et al., op. cit., p. 147. 

54) Cf. Tilton, op. cit., p. 92. 
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表ー10 半導体企業の研究・開発および生産洗練化計画に投じられた政府の直接援助額 (1955-61)
（百万ドル）

I 1955 
! 

56 I 57 I 58 59 60 I 61 
研究・開発•生産洗練化 3.2 4. 1 3.8 400 6.3 6.8 11. 0 

卜 ラ ンジスタ 2. 7 14.0 0.0 1. 9 1.0 0.0 1. 7 

ダイオード及び整流素子 2.2 0.8 0. 5 0.2 0.2 1. 1 0.8 

計 8.1 I 18.9 I 4.3 I 6.1 7.3 I 7.9 13.5 

（資料） BDSA,Semiconductor: U. S. Production and Trade (1961), Table 8. 
（出所） Tilton,op. cit., p. 93. 

以上の 2つのルートを通じて，民間企業に対

して行なわれた政府資金を， 1955~61年につい

てみたものが表ー10である。第 3の間接的援助

については，その性格上，はっきり数値がつか

めないが，国防省が 1960年に行なった調査に

よると，政府の兵器隔発を通じて直接，間接的

に援助された研究・開発資金は 1958年で1,390

万ドル， 59年で 1,620万ドルにのぼった， と

のことである 55)。この数字は，表ー10にみる直

接援助資金の 2倍以上である。

政府の資金援助の効果としては， 2つのもの

が考えられる。 1つは， 「促進効果」とでも名

づけられるもので，その技術の重要性を知らせ

ることで，民間企業の研究•閲発投資を増大さ

せるものである。もう 1つは， リスク軽減であ

る。これは，新製品開発に必要な研究・開発投

資の負担を軽くするという直接的な効果と，政

府の資金援助によって，技術革新が可能である

という自信を企業に与えることによってもたら

される，企業のリスク受け入れ態度（積極的）

の変化という効果がある。後者は， 1950年代，

60年代には特に大きいものがあった56)。

しかしながら，半導体産業の成長，技術発展

に対する刺激という点では，政府の研究・開発

55) BDSA, Semiconductors: U. S. Production 
and Trade, 1961, in Tilton, op. cit., p. 93. 

56) R. W. Wilson et al., op. cit., pp. 151ー152.

援助政策よりも，前にみた調達政策の方がより

効果が大きかった。ベル研の最初のトランジス

タの開発は，自己資金によるものであった。テ

キサス・インスツルメントの IC開発のケース

は，新技術開発における政府の援助政策の失敗

を，はっきり示すものである。

さきにみたように， IC 開発はシリコン・ト

ランジスタのように，政府が明瞭な目標を提示

したものではなく，ただ素子の小型化が目標と

されていたに過ぎない。そして，この小型化に

向けての政府の研究・開発努力も同じように続

けられていた。これには， 3つのアプローチが

あった。 1つは，マイクロモジュール方式で，

部品そのものを小さく作り，組み立てを高密度

に行なおうとするものである。このアプローチ

は，最初，海軍の資金援助で国立標準局が行な

ったティンカートイ (Tinkertoy) ・プロジェ

クトにおいて企画されたものである。これは失

敗し， 1953年に資金援助は打ち切られた (1950

年～52年に，このプロジェクトに使われた資

金は 500万ドル）が， 1957年にアーミー・シ

グナル・コープス (ArmySignal Corps) に

よって，マイクロモジュール計画として復活し

た。マイクロモジュール計画は，主に RCAを

中心に進められたが，この計画も 1963年頃ま

でには， IC の出現によって挫折してしまった
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技術先端産業の確立過程

(1957年～63年に， シグナル・コープスは

2,600万ドル投入した）。 2つ目は， 海軍と軍

のダイヤモンド・オードナンス・フューズ研究

所 (DiamondOrdnance Fuze Laborato-

ries) によって取り組まれた薄膜回路アプロー

チである。第 3のアフ゜ローチは，空軍によるモ

レキュラーエレクトロニクスという斬新なアフ゜

ローチである。この研究援助として，約200万

ドルがウェスチングハウスに与えられた57)0 

結果的には，これら 3つのアプローチは，

REの出現によりいずれも失敗に終わったので

ある。キルビーの ICアプローチは， 1958年の

10月初め，公表の 5カ月も前に（ベル研のト

ランジスタは， 1週間前）， 各政府機関に知ら

されたが，海軍が少しばかりの関心を示した程

度に過ぎなかった。しかし，公表の 3カ月後，

1959年 6月には， 115万ドルの最初の研究・開

発契約を得ている。 また 1960年の終わり頃に

は， 210万ドルの生産洗練化契約を得ている。

また，フェアチャイルドのプレーナ技術も，政

府による援助なしで開発されたものである。

以上の事実は，既に企業によって着手された

活動を補完する場合には，政府の研究・開発援

助は最も効果的であることを示している 58)。と

はいえ，ベル研及びテキサス・インスツルメン

トの例でも分かるように，ーたん新技術が開発

された場合，それに対する政府援助の対応はか

なり早い。レヴィンは，政府援助の対応の迅速

性と柔軟性を高く評価している 59)。

政府の研究・開発および生産計画援助につい

ては，更にそれが既存の大企業に傾斜しがちで

あることを，指摘しなければならない。ティル

トンによれば， 1959年の半導体企業に対する政

57) Ibid., p. 153, Levin, op. cit., pp. 70-71. 

58) Ibid., p. 154. 

59) Levin, op. cit., p. 73. 

府の研究・開発資金の配分は，ウェスタン・エ

レクトリック社と受信管企業8社 (RCA,ウェ

ステングハウス， シルヴァニア， フィルコーフ

ォード， レイセオン，タン・ソー，コロンビア

・ブロードカースティング・システム）で 78 

％を占めていた。しかしこれら既存企業の半導

体販売シェアは 37形でしかなかった60)。 既存

の大企業に好意的であるという，この研究・開

発援助の配分構造は，テキサス・インスツルメ

ント社やフェアチャイルド社の台頭もあり，そ

の後若干変化したようであるが， こうした傾向

に対して，業界関係者は，政府の研究・開発計

画はその効果を上げるにはあまりに多方面に分

散し過ぎる，多くが「二流」企業に流れている

という不満を表明している。更に，政府資金に

よる研究・開発に対して，政府が特許権を要求

する，情報公腿法によって研究情報が他社に流

れる，という不満も，指摘されている。にも拘

わらず，そして半導体の全研究・開発費に占め

る政府資金の比重も近年 (1960年代中頃から）

低下しつつあるのであるが，後にみるように，

依然業界関係者（および政策担当者）はその増

額を要望している61)。

以上の事実は，資本主義経済下にあっては，

政府の研究•関発費援助は直接，資本主義企業

に対する補助という形をとるため（政府による

調達と異なり），資本主義経済特有の企業間蔵

争によって強く刻印されることを示している。

資本主義企業は， できるだけ多くの国家資金

を得ようとする。こうした要求は，どの企業に

とっても同じであるから，当然国家資金の配分

をめぐって競争が激烈化する。こうして国家資

金の配分は，多分に政治的色彩を帯びることに

60) Tilton, op. cit., p. 94. 

61) R. W. Wilson et al., op. cit., p. 155. 
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なる。政府の研究・開発援助が，新技術という

成果を生みだすのに必ずしも有効に機能しな

かったのは，こうした事情を反映したものと言

えよう。

(3) 参入条件一ー特許と独占禁止政策

既にみてきたように，半導体産業の成長と技

術発展は， その初期には既存の受信管を扱う

独占的大企業によって担われてきたが，中期，

とりわけ IC出現前後からは，新規参入企業に

よって担われてきた。そして，この自由競争段

階と見紛うばかりの—尤も，軍需によって支

えられたものであるが~激しい企業間の技術

開発競争（これは同時にシェア獲得競争でもあ

った）が，半導体技術の発展を促進してきた。

半導体産業において新企業の参入を許容した諸

条件についてみてみよう。

新規参入を容易にした諸条件については，そ

のいくつかは，既に触れている。これまでに指

摘したことを簡単にまとめると：初期において

は需要の殆んどが軍需であり，それはより高い

性能の兵器という軍の具体的な要求に基づくも

のであったため，大企業，中小企業という企業

間の差別は少なく，軍の要求をよりよく満たし

た新素子であれば容易に市場を見出すことが

できた；規模の経済による参入障壁も，技術発

展があまりに急速であったため，道徳的摩損を

恐れて容易に設備化されなかった；学習効果

も，新規参入企業の多くは，新製品によって参

入したため，生産経験の有無はあまり関係がな

かった，などがあげられる。

ここでは，以上に加えて，半導体産業の参入

を容易にした諸条件，スビン・オフという形で

の人材（科学者，技術者）の流動性， AT&T

に範をあおぐ「リベラル・ライセンシング・ポ

リシー」と呼ばれる特許についての寛容な態

第 48巻第 3.4号

度，およびそれらを促進したとみられる独占禁

止法による影響についてみてみよう。

まず人材の流動性についてであるが，これに

ついては，アメリカ特有の制度的諸条件につい

て触れなければならない。“スビン•オフ＂と

いう形での既存企業からの基幹的科学者，技術

者の流出，新企業の設立は，アメリカ特有の慣

行であり，西欧や日本では余り一般的ではない

からである。アメリカにおけるこうした人材の

流動性が，とりわけ半導体産業の初期において

盛んであったのには，いくつかの制度的諸条件

が寄与している。 1つはベンチャー・キャビク

ルの存在である。半導体産業の初期において

は，まだ参入費用は低かったから，こうしたベ

ンチャー・キャピタルの利用によって容易に半

導体事業へ参入できた。例えば， 1950年代の初

期にトランジスタ生産においてレイセオンに次

ぐ第 2位を占めていたゼネラル・トランジスク

の参入費用は 10万ドルであった。 トランジス

トロンのそれは 100万ドルであった22)。加え

て， 1950年代， 60年代においては， 半導体の

技術発展が急激であり，半導体産業の成長も速

かったので，ベンチャー・キャビタルも，半導

体産業に多く流れた。税制面でも，キャビクル

・ゲインヘの課税は低く，ベンチャー・キャビ

クルの利用を促進した。

さらに，ストック・オプション制による人材

獲得の影響も大きい。これは，流出した人材に

対して，自社の株式の保有を認めるものである

が，この方法•特に限定ストック・オプション

制 (qualifiedstock option)による基幹的人

材の獲得は，人材流出に大きな役割を果たし

た。限定ストック・オプション制によれば，割

り当てられた株式を保有している間は，まった

62) Tilton, op. cit., p. 88. 
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経 済学研究

く税金かかけられず，再売却した時lCのみ，キ

ャピタル・ゲインと同率の税金がかけられるだ

けであったからである。

半導体産業におけるこうした人材の流動性を

促進したものとしては，以上の制度的諸条件に

加えて，ベル研の人材流出に対する寛大な態度

が及ぽした影響も大きい。 1950年代において，

言うまでもなくベル研は半導体科学者，技術者

の最大の供給源であったからである（図ー 3参

照）。

ベル研のこうした寛大な態度の要因として，

ティルトンは，以下の要因をあげている。

「第 1に， AT&Tの半導体事業の成長

は， 1956年の同意審結により制限されていた

ので，多くのベル研の雇用者たちは，ベル研で

は期待できそうもない，割のいい申し出を（他

企業から一訳者）受けている。なんとしても彼

らをベル研内におしとどめようとすれば，彼等

の志気をくじき，モラルを傷つけ，将来のベル

研における人材獲得に際して魅力を低下させる

かも知れなかった。第 2に， 専属財産 (pro-

prietary material) の不法な使用を申し立て

て訴訟を起こし，人材流出をとどめようとする

のは，できないことではないが，非常に困難な

ことである。第 3に，ベル研は産業全体に散ら

ばった以前の雇用者たちと，友好的な，私的な

関係をもち続けることで， 有益な情報を受け

る。このフィードバックは，ウェスタン・エレ

クトリックが，多くの半導体企業とクロスライ

センス協定を結び，民間市場で争わないという

事実によって，明らかに容易にされている。最

後に，人材流出に対する寛大な態度は， AT& 

T のリベラル・ライセンシング・ポリシーと

合致するものである」63)

63) Ibid., p. 81. 

第 48巻第 3.4号

半導体産業の初期において参入を促進したこ

うした条件も， しかしながら，今日ではかなり

変化している。前述したキャビタル・ゲインヘ

の課税率は， 1969年の税制改正で，それまでの

最大25％から49％に引きあげられ，ベンチャー

・キャビタルの利用を難しくした。また産業が

成熟してくるにつれて，当然のことながら投資

のうま味も低下していく。参入費用も1950年代

の10万～100万ドルに比べて， 70年代には

1,000万ドル，今日では 3,000~4, 000万ドル

と高くなっており，この面からも参入障壁は高

まっている。また，人材獲得の有効な手段であ

った限定ストック・オプション制も 1976年に

は廃止された64)。人材流出に対しても，シリコ

ン・バレーの企業群はともかく，テキサス・イ

ンスツルメント等の半導体大手では，前にもみ

たように，かなりきびしく制限してきている。

特許と独占禁止政策

特許制度の本来的機能は，発明を法的に保護

し，発明者に創業利益をもたらすことによっ

て， 技術発展の促進を図るものである。 しか

しながら，資本主義経済の下では，特許は独占

企業による他企業の参入を阻止する手段とし

もあるいは競合する独占による当該産業への

強行的参入の手段として利用される。とりわ

け，科学的理論との関連が，その成立当初から

強かった電子工業においては，電子工業の歴史

は特許紛争の歴史でもあるといわれる程，特許

をめぐる争いは激烈であった。

AT&T社によるアメリカの電話事業独占

を可能にしたのはベルの特許であったし， AT 

64) H. M. Dwight (American Electronics As-

sociation代表， Spectra-Phisics社社長）は，
1981年7月29日の上院財務委員会において限定
ストック・オプション制の復活を要求している。
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技術先端産業の確立過程

表ー11 ベル研による主要半導体イノベーションのアイデア考案，実用化，公表の時期

イノベーション l アイ デア

点接触トランジスタ 1947年12月

ゾーンリファイニング 1950年 5月

シリコン拡散 1954年 2月

拡散型トランジスタ（メサ型） 1953年12月

拡散型シリコントランジスタ 1955年 3月

拡散用酸化マスク 1956年 6月

エビタキシャル・トランジスタ 1959年 9月

ビーム・リード 1963年秋

（出所） Tilton,op. cit., p. 75. 

&Tによる電話事業独占を阻むべく，有線通

信会社ウェスタン・ユニオンによって電話事業

への参入手段とされたのは，ベルと同時に電話

特許を申請した（許可されず）グレーの特許で

ぁった。無線事業においても，マルコーニ社に

よる特許に基づく無線独占に対して， ドイツで

は政府が類似特許を許可しテレフンケン社を設

立して，マルコーニ社の独占に楔を打ち込ん

だ。アメリカでは，アメリカ・マルコーニに対

抗するため， AT&T社は， 1913--17年に特

許を買収して回り，その費用は 20万～40万ド

ルにのぼったという 65)。以上は，顕著な一例に

過ぎないが，特許が独占を可能にする，更にそ

れを打破する独占間競争の手段として，すなわ

ち企業戦略の一環として活用されるというの

は，電子工業においては，いわば常態化されて

いると言ってもよい。

しかしながら，半導体産業においては，特許

は必ずしも競争を排除するものとはならなか

った。それには人材の流動性と同じくベル研

(AT & T) の特許および技術拡散についての

寛大な態度が，その後の半導体企業の行動の範

を示したことが大きかった。表ー11に明らか

65) 電子工業と特許の関連については，山崎後雄・

木本忠昭『電気の技術史』オーム社， 1976年， 2,
7, 9章参照。

＼ 
実 用 化 I 公 表

1947年12月 1948年 6月

1950年10月 1952年 2月

1954年 2月 1954年 6月

1954年 7月 1955年 6月

1955年 3月 1955年 6月

1955年 8月 1956年 1月

1960年 2月 1960年 6月

1964年春 1964年10月

なように，ベル研は新しい半導体技術をすぐに

公表している。またその技術の普及にも熱心

で，ていねいな説明書を公刊したり， シンボジ

ウムを開催して技術普及を促している。

ベル研の特許は半導体事業への参入にとって

は不可欠な基本特許であったから， こうしたベ

ル研の特許開放政策が参入に与えた影響は極め

て大きかった。基本特許が自由に利用できると

なると，その後の特許もクロスライセンスされ

るか，あるいは無視されるという形で，半導体

技術の発展は行なわれた。

これには米国の半導体産業を規定したいくつ

かの事情がある。 1つは，さきにみたように，

米国においてはスビン・オフによる人材の流動

性が大きいので，半導体技術の秘密を隠匿し続

けるのは難しかったということである。また，

半導体技術は広範な応用可能性をもっているた

め，独占化が難しい（後述），更に回路の設計

に関するものについては，生産工程や製造装置

の革新と異なり特許化が難しい，といった事情

がある。

ただし，電子工業における大独占であるウェ

スタン・エレクトリックと異なり，外販メーカ

ーにとっては，こうした事情は必ずしも好まし

いものではなかったようである。とりわけテキ

サス・インスツ）レメントは，半導体技術の画期
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的革新である IC（キルビー） 特許を持ち，外

販系企業としては最大手であるため，特許を市

場独占の武器にしようとした節がある。

術はテキサス・インスツルメントのキルビー特

許とフェアチャイルドのプレーナ特許の 2つに

またがるため，両者は特許取得時から相互の特

許帰属について争っていた。

をみるのは 1966年である。

両社は相互の特許については以後 10年間争わ

fよし、ということになり，

ャイルドか，

研 究

IC技

これが一応の和解

この和解によって，

IC製造への参入につ

いてはテキサス・インスツルメントかフェアチ

どちらか一方と特許協定を結ぺば

両社のどちらかかよいことになった。そして，

ら特許を入手した企業は，他方からの特許侵害

については保護されることになったのである。

その後の両社の対応は異なっており，

フェアチャイルドの方は特許をできるだけ商品

しかし，

化してロイヤリティーを稼ごうという戦略に出

たのに対し，テキサス・インスツルメントの方

は自社の海外子会社以外の企業への技術移転に

は消極的な態度をとっている。

以上にみたベル研の，人材の流出（スビン・

オフ）， 特許開放政策（リベラル・ライセンシ

ング・ボリシー）には， 1949年に司法省によっ

て行なわれたウェスタン・エレクトリックおよ

びその親会社 AT&T社に対する独禁法訴訟

による影響が大きいとされる。この訴訟で司法

省は，両社に対して，（1)

トリック社を AT& T から分離し，

第 48巻 第 3• 4号

ウェスクン・エレク

製造会社に分割すること，

3つの

(2) ウェスタン・エ

レクトリックが持っているベル研の株式を手放

すこと，（3)AT&T,ウェスタン・エレクト

リックおよびベル研は，持っている特許を妥当

な価格で一般に公開すること，（4)ベル系電話

会社は機器を競争入札で調達すること，

和解が成立した。

た。この訴訟は 7年間続いたが， 1956年 1月に

この和解条項（同意審結，

consent decree)の内容は，

エレクトリックは切り離さなくてもよい，（2)

AT & T とウェスタン・エレクトリックの蛉

咋全丞崩する。斎結前 (1956年以前）に持って
．．．．．  

いた特許は無料で公開し，審結後に取得した特...... 
許は妥当な特許料で公開する（ただし，相手も

持っている特許を妥当な特許料でベルシステム...... 
に使わせる場合に限る）， （3) ウェスタン・エ..................... 
レクトリックはベル系電話会社が使用する型の
．．．．．．．．．．．．．．．．  
機器しか製造しない（ただし，政府用機器は製.... 
造できる），（4）ウエスタン・エレクトリック

．．．．．．．． 
は製造原価を開示する，（5)AT & T とその..................... 
運営会社は規制される公衆通信サービス以外の.......... 
サービスは提供しない66) などである。

審結第 2項の特許の公開， 3項， 5項での商

業市場での半導体販売禁止が，新規参入企業に

対して有利に作用したことは，言うまでもな

こうして，「独占禁止法は明らかに既存企し‘
゜

業の戦略を，

造へ，

ヤやスペリーランド，

(1) 

ある程度，半導体市場での主導的

地位獲得競争からそらせ，内部市場のための製

そして自企業の市場以外の分野の技術革

新努力によって収入をあげるという方向へ向け

させた。……いくつかの既存企業，

ウェスチングハウス，

よびゼネラル・エレクトリックは，

ウェスタン

シルヴァニ

お

内製は続け

を求め

ていたが，

落した」67)

いわゆる外販市場からは最終的に脱

とされる。

独占禁止法によって訴追されるかも知れない

という恐れが，以上の結果をもたらしたのは事

実かも知れないが， レヴィンはこの独占禁止法

訴訟の効果について否定的な評価を下してい

る。

66) 
67) 

増田悦三，前掲書． 34頁。傍点は引用者。
R. W. Wilson et al., op. cit., p. 157. 
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技術先端産業の確立過程

理由は，特許開放政策は， かなり以前から

AT&Tの方針だったもので， この訴訟によ

ってそうなったのではないということである。

なぜなら，電話事業およびそのための電子機器

の市場は． AT&T によって独占的に保護さ

れたものであるので，技術の広範な利用を許す

ことによって， AT& T は失なうよりも得る

ものが多いからである。「その結果， ベルは最

高の特許料を稼ぐために特許を利用するのでは

なく， その代りにその特許に関連する技術へ

のアクセスを最大にしようとしたのである」68)

と。

それ以外にも，特殊な理由がある。第 1に，

トランジスタ技術を排他的に利用しようとする

と，戦時中にパーデュー大学での研究によって

半導体特許を得ている RCAからの訴訟が避

けられない， という事情である。第 2に， トラ

ンジスタは 1企業で効果的に利用するには，ぁ

まりに大きすぎる，重要な技術であるというこ

とである。半導体技術は，ラジオ，補聴器，コ

ンビュータ，電話，および種々の兵器という，

それ自体が 1つの産業を構成する広汎な分野に

またがる技術だからである 69)。

5. おわりに

技術先端産業としての半導体産業の確立過程

における諸特徴は，以上にみてきた通りである

が，本章ではそれらの諸特徴をまとめ，次稿で

予定している戦後日本の半導体産業を分析する

橋わたしとする。本章における要約も， したが

って，戦後日本のケースとの関連を念頭におい

たものである。

第 1の特徴は，半導体産業の技術先端産業＝

68) Levin, op. cit., p. 77. 

69) Ibid. 

研究集約産業としての特質にかかわるものであ

る。すなわち，半導体産業はその新製品の開発

に膨大な研究・開発費を必要とするため，私企

業のみの力によっては確立しえなかった，いい

かえれば，その確立には軍需という形での政府

による支援を必要としたということである。例

えば， IC に関していえば， その着想を最初に

提起したのは，イギリスの王立レーダー研究所

(British Royal Rader Establishment) の

ダンマー (G.W. A. Dummer) だった。ま

た，同研究所との契約で最初の模型品を作った

のも，イギリスのプレッシ一社 (Plessy)であ

った。しかし，このアイデアを製品化にこぎつ

けたのはアメリカのテキサス・インスツルメン

トであった。こうしたアイデアと製品化との差

は，その需要基盤，しかも機能向上のためにはか

なりの高コストもいとわないという性格をもっ

た，すなわち軍需という強固な需要基盤の有無

に起因している。今日でも，技術先端産業のシ

ーズ（種子）はかなり多くのものが数えられる

が，これらのシーズを育成し，新製品の開拓，

新産業部門の形成にまでもっていくためには，

こうした性格をもつ需要基盤が必要であろう。

ただし，以上の性格をもつ需要基盤が意味をも

つのは， プロダクト・ライフ・サイクルの初

期，立ち上がりの時期においてである。独占は

豊富な資金力と人材を有しているから，ーたん

新製品が開拓され，そのリスクが小さくなり需

要拡大の見通しが確かなものとなるや，競って

参入を開始，成功させるであろう。そして，こ

れは国内の独占のみに限らず他国の独占も同じ

行動をとるであろうから，新製品の開拓初期の

技術独占による超過利潤は，急速に失なわれて

いくことが予想される。しかしながら，そのこ

とによって新製品の最初の開拓者がもつ技術上
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の強みが，簡単になくなるものではないことも

確かである。こうして，今日，新たな技術先端

産業の確立の経済的争点となっているのは， シ

ーズを育成するイニシャルリスクを誰が（どの

国が），どんな方法で負担するか， となっている

のである。どんな方法で負担するかに関して

は，自国の利益保護という観点からみれば，軍

事技術開発が極めて効果的であるのは確かであ

る。軍事機密を理由に，技術の拡散を抑制でき

るし，自由貿易自由競争の理念に背馳するこ

となしに，産業に対する国家の援助，輸入制限

が正当化できるからである。日米半導体摩擦に

おいても，単に産業に対する国家の援助の是非

という問題だけではなしに，その底流には軍事

技術開発によって，すなわち「西側の防衛最前

線に立って」アメリカが，フ゜ロダクト・サイク

ルの初期にイニシャルリスクを負担したという

問題が横たわっていることを忘れてはならな

し‘
゜
第 2に，技術先端産業に対する，国家による

研究・開発援助は，技術の発展をリードすると

いう点では，重要であるとはいえ，必ずしも効

果的とはいえなかったということである。この

点，とくにプロダクト・サイクルの後期におけ

る国家の研究・開発援助の意義については，次

稿でみる。これに関連して指摘しなければなら

ないのは，研究・開発助成は企業に対する直接

の援助となるため，資本間の利害の対立が強く

表われ，多くの場合，既存の独占企業が優遇さ
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れ易いということである。技術の発展それ自体

は，社会形態の如何に関係なく社会にとって利

益となりうるものであるが，資本主義経済にお

いてはそれは私企業によって担われるため，そ

の利益が誰に（どの資本に）帰属するかをめぐ

る資本間の争いは避けられないものとなる。

最後に，技術発展を促進したものとしての，

市場構造の重要性について指摘しなければなら

ない。上にも述べたように，資木主義経済にお

いては，技術の発展は基本的には私企業によっ

て担われるからである。そして，この点ではア

メリカの半導体産業が，その確立期に競争的市

場構造をもっていたということが，技術発展を

促進する役割を果たしたことは疑い得ない。こ

れには，人材の流動性やそれを促進したベンチ

ャー・キャビタルの存在およびストック・オプ

ション制等，アメリカ特有の制度的，慣習的諸

条件の寄与が大きいが，アメリカ以外の国にお

いても，それぞれの慣習の枠内で， シュンペー

夕的意味での「企業者戦能」を発揮できる諸条

件を，どのように作り出していくかが重要とな

っている。とりわけ，独占禁止法の運用の問顆

は重要である。

以上，技術先端産業の確立過程にみられる諸

特徴について簡単に要約し，若干の考察を行な

ったが，次稿ではこうした諸特徴が日本の半導

体産業の形成，確立に対してどのような作用を

与えたかについてみてみる。
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